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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等
 

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 35,288 32,462 32,463 32,782 32,448

経常利益 (百万円) 1,332 1,179 2,030 2,384 2,404

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △1,087 430 938 1,382 1,334

包括利益 (百万円) ― ― △289 1,600 2,603

純資産額 (百万円) 43,372 44,293 43,660 44,918 47,184

総資産額 (百万円) 59,512 60,780 59,413 59,898 62,816

１株当たり純資産額 (円) 1,636.971,649.861,625.291,672.761,758.57

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △41.71 16.50 35.56 52.38 50.54

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 71.7 71.7 72.2 73.7 73.9

自己資本利益率 (％) △2.5 1.0 2.2 3.2 2.9

株価収益率 (倍) ─ 30.24 13.41 8.92 11.95

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,720 5,681 3,613 2,157 3,246

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,036 △1,415 △4,321 △982 528

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △534 △234 △615 △905 △862

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 8,393 12,425 11,101 11,371 14,284

従業員数 (人) 711 714 700 722 719

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３  第83期は１株当たり当期純損失計上のため、株価収益率については記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 31,144 28,776 28,599 29,242 29,136

経常利益 (百万円) 1,030 821 1,715 2,144 2,193

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △1,455 310 803 1,331 1,224

資本金 (百万円) 1,320 1,320 1,320 1,320 1,320

発行済株式総数 (千株) 26,400 26,400 26,400 26,400 26,400

純資産額 (百万円) 39,893 40,599 39,827 41,035 43,168

総資産額 (百万円) 50,574 52,282 51,045 51,628 54,617

１株当たり純資産額 (円) 1,530.251,537.871,508.651,554.421,635.22

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

15.00

(7.50)

12.50

(5.00)

12.50

(5.00)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △55.82 11.91 30.45 50.44 46.37

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 78.9 77.7 78.0 79.5 79.0

自己資本利益率 (％) △3.5 0.8 2.0 3.3 2.9

株価収益率 (倍) ─ 41.90 15.67 9.26 13.03

配当性向 (％) ─ 84.0 49.3 24.8 27.0

従業員数 (人) 339 344 343 341 343

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  第85期の１株当たり配当額15円には、創立60周年記念配当２円50銭および開局60周年記念配当２円50銭を含

んでおります。

３  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４  第83期は１株当たり当期純損失計上のため、株価収益率及び配当性向については記載しておりません。
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２ 【沿革】

 

昭和25年12月 中部日本放送株式会社設立(資本金８千万円)

昭和26年９月 １日午前６時30分、わが国最初の民間放送としてラジオ本放送開始(出力10kW)

昭和30年６月 愛知県名古屋市に株式会社シービーシーテレビ映画社（後、株式会社ＣＢＣクリエイショ

ンに社名変更）を設立（現・連結子会社）

昭和31年12月 テレビ本放送開始(映像出力10kW  音声出力５kW)

昭和33年７月 愛知県名古屋市に株式会社シービーシー案内広告社（後、株式会社シー・ウェーブに社名

変更）を設立（現・連結子会社）

昭和35年10月 株式を名古屋証券取引所に上場

昭和36年９月 愛知県名古屋市に株式会社中部日本起業（後、株式会社ＣＢＣビップスに社名変更）を設

立（現・連結子会社）

昭和36年12月 愛知県名古屋市に文化交通株式会社を設立（現・連結子会社）

昭和39年９月 カラーテレビ放送開始

昭和39年12月 東京都千代田区に株式会社千代田会館を設立（現・連結子会社）

昭和40年９月 愛知県名古屋市に株式会社中日電子工業所(後、株式会社中日電子に社名変更)を設立

昭和46年11月 ラジオ放送、出力10kWから50kWに増力

昭和46年12月 愛知県豊田市に加茂開発株式会社(後、株式会社南山カントリークラブに社名変更)を設立

（現・連結子会社）

平成２年５月 愛知県名古屋市にシービーシー高山開発株式会社（後、高山リゾート株式会社に社名変

更）を設立

平成３年11月 愛知県名古屋市に株式会社シービーシーフロンティアを設立

平成４年１月 愛知県名古屋市に株式会社シービーシーヴィジョン（後、株式会社ＣＢＣラジオに社名変

更）を設立（現・連結子会社）

平成８年６月 愛知県名古屋市にシービーシー・クア・アルプ株式会社を設立

平成10年４月 ＣＢＣ放送センター竣工

平成11年９月 株式会社シービーシーフロンティアを清算

平成12年11月 愛知県長久手町の商業施設「グランパルク」賃貸開始

平成14年３月 高山リゾート株式会社及びシービーシー・クア・アルプ株式会社を清算

平成15年12月

平成16年８月

地上デジタルテレビ放送の本放送開始

株式会社中日電子を譲渡

平成18年４月 ワンセグサービス開始

平成23年７月 アナログテレビ放送終了

 

 (注)　株式会社ＣＢＣラジオは、平成25年４月１日付で、当社のラジオ事業を吸収分割により承継しております。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社７社、関連会社３社で構成されており、事業の種類別では放送関連、不動産賃貸、ゴ

ルフ場およびその他で構成されております。

各事業の内容等は次のとおりです。

なお、次の４部門は、「第５  経理の状況  １  連結財務諸表等  (1) 連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント

の区分と同一であります。

 

(放送関連)

当社グループの中心である「放送関連」は、放送法によるラジオおよびテレビの放送を行い、放送時間の販売なら

びに番組の制作・販売を主な事業とし、これに付帯する事業を営んでおります。

子会社及び関連会社は主として当社の放送する番組の一部を制作しているほか、広告代理業を行っております。

当社、㈱ＣＢＣクリエイション、㈱ＣＢＣラジオ、㈱シー・ウェーブおよび㈱エヌティーピーが当部門に属する事

業を営んでおります。

なお、㈱ＣＢＣラジオは、平成25年４月１日付で、当社のラジオ事業を吸収分割により承継しております。

 

(不動産賃貸)

「不動産賃貸」においては、不動産の賃貸・管理を行っております。

当社および㈱千代田会館が当部門に属する事業を営んでおります。

 

(ゴルフ場)

「ゴルフ場」においては、ゴルフ場の経営を行っております。

㈱南山カントリークラブおよび春日井開発㈱が当部門に属する事業を営んでおります。

 

(その他)

「その他」においては、保険代理業、プレイガイド、ＯＡ機器販売、タクシー業を主として行っております。

㈱ＣＢＣビップス、文化交通㈱および㈱中日新聞保険サービスが当部門に属する事業を営んでおります。

 

(注)　当社は、平成25年５月10日開催の取締役会において、平成26年４月１日(予定)を効力発生日として、当社のグルー

プ経営管理事業及び不動産賃貸事業を除く一切の事業に関する権利義務の一部を当社の完全子会社であるＣＢ

Ｃテレビ分割準備株式会社に吸収分割により承継させる吸収分割契約を締結すること、及び分割準備会社として

当社の完全子会社であるＣＢＣテレビ分割準備株式会社を設立すること、並びに所定の許認可が得られることを

条件として認定放送持株会社に移行することを決議し、同日付で本吸収分割契約を締結いたしました。また、平成

25年６月27日開催の定時株主総会において、本吸収分割契約は承認されました。
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事業の系統図は次のとおりであります。

  

  

 

(注)　　※１ 連結子会社

※２ 特定子会社

※３ 関連会社で持分法非適用会社

※４ ㈱ＣＢＣラジオは、平成25年４月１日付で、当社のラジオ事業を吸収分割により承継しております。
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４ 【関係会社の状況】

(連結子会社)

  

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

㈱ＣＢＣクリエイ
ション

名古屋市
中区

40
放送番組の企画制作
(放送関連)

100.0
当社の放送番組を制作している
当社所有の建物を賃借している
役員の兼任あり

㈱ＣＢＣラジオ
(注)4

名古屋市
中区

20

放送番組の企画制作
・販売の請負、放送
送出業務の請負
(放送関連)

100.0

当社の放送番組の制作および販売と
放送送出業務を請け負っている
当社所有の建物を賃借している
役員の兼任あり

㈱シー・ウェーブ
名古屋市
中区

30
広告代理業
(放送関連)

100.0
当社販売業務の取次を行っている
役員の兼任あり

㈱千代田会館(注)3
東京都
千代田区

300
不動産の所有・賃貸
・管理
(不動産賃貸)

66.6
当社に建物の一部を賃貸している
当社所有の土地を賃借している
役員の兼任あり

㈱南山カントリー
クラブ

愛知県
豊田市

10
ゴルフ場の経営
(ゴルフ場)

100.0
当社はゴルフ会員権を保有している
役員の兼任あり

㈱ＣＢＣビップス
名古屋市
中区

60

不動産の管理、保険
代理業、プレイガイ
ド、ＯＡ機器販売
(その他)

100.0
当社所有建物の営繕を行っている
当社所有の土地建物を賃借している
役員の兼任あり

文化交通㈱
名古屋市
中区

20
タクシー業
(その他)

100.0
当社所有車両の運行を代行している
当社所有の土地建物を賃借している
役員の兼任あり

(注) １  売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えている会社はありませ

ん。

２  有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３  ㈱千代田会館は、特定子会社に該当します。

４  ㈱ＣＢＣラジオは、平成25年４月１日付で、当社のラジオ事業を吸収分割により承継しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

放送関連 567

不動産賃貸 4

ゴルフ場 48

報告セグメント計 619

その他 100

合計 719

(注)  従業員数は、就業人数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成25年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

343 41.7 16.3 11,579,778

(注)１  従業員数は、就業人数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３  提出会社の従業員数は、全て「放送関連」セグメントに含まれております。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループには、中部日本放送労働組合等が組織されております。なお、労使関係については特に記

載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

　
売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

経常利益
(百万円)

当期純利益
(百万円)

平成24年３月期 32,782 2,161 2,384 1,382

平成25年３月期 32,448 2,190 2,404 1,334

増減率(％) △1.0 1.3 0.8 △3.5

  当連結会計年度におけるわが国経済は、国内需要が堅調に推移し緩やかに持ち直しつつあった状態から、海外経済

の減速が強まるにつれ輸出や生産の減少により弱めで推移しましたが、政権交代後は円安基調への転換や株価の回復

など、先行きに明るい兆しも見受けられるようになりました。

　テレビ広告市況は、個人消費の底堅さを背景とした期間前半の改善傾向から一転し夏場以降は企業の業況感の慎重

化により停滞しましたが、新政権の経済対策への期待感などから一部に持ち直しの動きもありました。

　このような事業環境のもと、当社グループの当連結会計年度の売上高は、324億48百万円（前期比1.0％減）となりま

した。

　利益面では、営業利益は21億90百万円（前期比1.3％増）、経常利益は24億４百万円（前期比0.8％増）、当期純利益

は13億34百万円（前期比3.5％減）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

放送関連 不動産賃貸 ゴルフ場 その他

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

平成24年３月期 29,9361,157 1,513 890 536 11 796 104

平成25年３月期 29,7351,215 1,413 862 534 18 764 93

増減率(％) △0.7 5.0 △6.6 △3.2 △0.5 64.5 △4.0 △10.1

(注）売上高については、セグメント間の取引を相殺消去しております。
 

〈放送関連〉

　「放送関連」の売上高は、クロスメディア収入が増加した一方で、テレビスポット収入やイベント収入が減少したほ

か、子会社の広告代理業が減収となったことなどにより、297億35百万円（前期比0.7％減）となりました。

　利益面では、テレビ番組費やイベント原価、減価償却費などが減少したことにより、売上高の減少幅より費用の減少

幅が大きくなったことから、営業利益は12億15百万円（前期比5.0％増）となりました。

　　
▽ラジオ

　営業面では、タイム収入は、スポンサーニーズに即した新番組の企画提案や、セ・リーグ三連覇を目指す中日ドラゴ

ンズを徹底応援する『ＣＢＣドラゴンズナイター』に重点をおいたセールスを進めましたが、レギュラー番組提供を

見合わせるスポンサーがみられ、前期に比べ減収となりました。一方、スポット収入は、初めて２会場で展開した７月

のイベント『ＣＢＣラジオまつり』（過去最高15万5,000人を動員）の協賛企画が好調だったことと、３月には新た

な健康イベント『ウォーク＆ジョグフェスタ』（約7,000人を動員）を開催し新規出稿にも結びついたことにより、

前期に比べ増収となりました。ラジオの収入全体としては、７年ぶりに前期を上回りました。

　編成・制作面では、「トークの力、パーソナリティの力」を重視した改編を行い、新ワイド番組として『北野誠のズ

バリ』（月～金曜 13:00～16:00放送）、『ザ・土曜天国』（土曜 12:30～16:45放送）、『新栄トークジャンボリー 

小堀勝啓のお気楽パラダイス』（日曜 9:00～15:00放送）をスタートさせたほか、深夜帯に自社制作ベルト番組を復

活、『０時のつぶやき』（月～土曜 24:00～25:00放送）をスタートさせました。また、放送開始20年目を迎えた『つ

ボイノリオの聞けば聞くほど』（月～金曜 9:00～11:40放送）は同時間帯聴取率１位を堅持するなど、これまでのワ

イド番組の安定した高聴取率と改編とがあいまって、６月と12月の中京圏ラジオ個人聴取率調査では、いずれも総合

１位を獲得しました。

　このほか、成年後見活動を行う名古屋のＮＰＯ法人に１年間密着取材し、身寄りのない高齢者を取り巻く問題点に切

り込んだラジオ特集『隙間～おひとりさまを支える現場から』（５月）が、第８回日本放送文化大賞ラジオ部門で準

グランプリに輝き、制作力が高く評価されました。
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▽テレビ

　テレビは、新番組や特別番組を数多く手がけ、セールスにも力を入れました。

　営業面において、タイム収入では、全国向け番組『アシタスイッチ～MY TIME TO SHINE～』の収入などによって、前

期を上回りました。一方、スポット収入は、収入に占める割合の大きい食品・飲料、化粧品・洗剤、薬品などの業種の出

稿が落ち込み、前期を下回りました。

　編成・制作面においては、地域に密着した報道・情報ワイド番組の充実に力を入れました。平日夕方の『イッポウ』

の平均視聴率は第１部(月～金曜 16:50～17:45放送)で上期7.6%、下期8.8%。第３部(月～金曜 18:15～19:00放送)で

上期8.9%、下期10.1%を獲得。なかでも第３部の下期視聴率は番組最高を記録し、視聴者からの信頼を確固たるものと

しました。土曜午前の生ワイド番組『なるほどプレゼンター！花咲かタイムズ』(土曜 9:25～11:45放送)も平均視聴

率が下期は9.8%と番組最高を記録し、５年連続で同時間帯１位になりました。また、南海トラフ巨大地震に立ち向かう

術を探った『イッポウスペシャル 巨大地震～生き抜くための５つの鉄則～』(３月)を放送しました。

　全国向けのレギュラー番組は、『健康カプセル！ゲンキの時間』(日曜 7:00～7:30放送)と『アシタスイッチ～MY

TIME TO SHINE～』(日曜 23:30～24:00放送)を４月からスタートさせました。このうち『健康カプセル！ゲンキの時

間』は、「ニッポンの皆様に健康生活を！」をキャッチフレーズに、すぐに役立つ健康情報を紹介し、支持をいただい

ています。

　単発番組では、文化祭で宝塚歌劇団の演目を上演している名古屋の男子校をドラマ化した『ハイスクール歌劇団☆

男組』(10月)、意外と知らない日本の「常識力」を試す間違い探し旅バラエティ『常識がないと自腹です 京都はん

なりツアー』(１月)、俳優堤真一が大自然の国ネパールを旅する『地球大紀行スペシャル 堤真一ヒマラヤ巡礼～山

で神さまに逢いたくて～』(１月)をそれぞれ全国放送しました。また、12月で放送開始50周年を迎えた『キユーピー

３分クッキング』は記念企画として視聴者の記憶に残る「思い出のレシピ」を募集したほか、講師が若い女性向けに

家庭料理のコツを教える『キユーピー３分クッキング50周年スペシャル 家庭料理のお悩み解決！おいしいコツがわ

かるんです！！』(２月)を放送しました。

　番組の受賞も相次ぎ、ＣＢＣ開局60周年スペシャルドラマ『初秋』(平成23年10月)が第48回ヒューゴ・テレビ賞長

編テレビ映画部門銀賞、第52回モンテカルロ・テレビジョン・フェスティバル最優秀監督賞、第46回アメリカ国際

フィルム・ビデオ祭テレビドラマ部門ゴールドカメラ賞を受賞したほか、第40回国際エミー賞テレビ映画部門にノミ

ネートされるなど、高い評価を得ました。このほかにもＣＢＣ・ＭＢＳ開局60周年記念『チンパンジーが教えてくれ

る希望の秘密』(平成24年１月)が第53回科学技術映像祭科学技術教養部門で部門優秀賞を受賞しました。

　スポーツ番組では、中日ドラゴンズの試合をレギュラーシーズン28試合、クライマックスシリーズ１試合生中継した

ほか、伝統の『第53回中日クラウンズ』(４月)を４日間にわたって放送しました。また、三重県出身の女子レスリング

金メダリスト吉田沙保里選手に密着取材した『宿命～吉田沙保里 世界13連覇への軌跡』(12月)を放送し、系列の16

局にも販売しました。さらに、デジタル放送の特徴の一つであるデータ放送を活用して、『ドラゴンズ中継』と『サン

デードラゴンズ』を視聴すると共通のポイントがたまり、プレゼントに応募できる連動データ放送を実施しました。

　一方、映画や番組への出資などに加え、海外への番組販売などを積極的に行いました。映画出資では、『SPEC～天～』

『今日、恋をはじめます』などの話題作に積極的に出資する一方、製作委員会で初の幹事を務めた『さよならド

ビュッシー』を全国100以上の劇場で公開しました。地元出身の中山七里が書いた小説の映画化で、愛知県内各地でロ

ケを実施し、地元企業と協力して名古屋から全国に向けてキャンペーンを展開しました。また、ドラマ『ハイスクール

歌劇団☆男組』の全国放送に先駆け、ノベライズ本の出版と東京での舞台公演を行いました。ドラマと本、舞台を連動

させることで、コンテンツを多面的に展開し、ファン層の拡大に成功しました。

　昨年から始めた番組の海外ビジネスもさらに展開を進めました。アニメ『琴浦さん』は北米・アジアへの番組販売

が成立しました。また、ドキュメンタリー『Gourmet Rescue』を総務省国際共同製作プロジェクトでマレーシアの制

作会社と共同製作し、３月にマレーシア国営放送で放送されました。さらに、ドキュメンタリーの国際共同製作を提案

する『東京テレビフォーラム2012』に初めて参加し、三重県の真珠貝を題材にした番組企画が優秀賞を獲得しまし

た。その後、世界各国での放送に向けバイヤーと商談を進めました。

　また、イベントでは、『NAGOYA KID'S COLLECTION』『MEIEKIいいね！』『SAKAE RUNWAY』『ViVi Night in NAGOYA

2013』を展開しました。これらは『第２回 NAGOYA COLLECTION』(２月)へつなげる一連のファッション系イベント

で、いずれも初回から多くの観客の支持を集め、『NAGOYA COLLECTION』は約6,000人もの観客動員に結びつきました。

　新たな取り組みは、急速に普及するスマートフォンを活用した課金ビジネス、ＳＮＳサービス、動画配信サービスに

も及びました。各番組のＳＮＳ機能をさらに充実させる一方、『YouTube ＣＢＣ公式チャンネル』を開設し、放送では

紹介されないオリジナル動画を配信して視聴者・聴取者向けサービスを拡充させました。
　

▽イベントなど
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　イベントでは、『第53回中日クラウンズ』(４月)で、前回プレーオフで敗れたＩ・Ｊ・ジャン選手が、韓国勢初とな

る優勝を果たしました。大会は４日間で37,432人のギャラリーを集め、昨年の男子ゴルフ国内トーナメント全25試合

で５年連続第１位の観客動員を記録するなど大いに賑わいました。

　『第35回名古屋国際音楽祭』は日本を代表するテノール、錦織健プロデュースによる歌劇『セビリアの理髪師』(４

月)で開幕し、６月の『スウェーデン放送合唱団』まで世界のトップ・アーティストによる７公演を開催しました。中

でも、豪華な舞台が観客を圧倒したウィーン国立バレエ団による『こうもり』(５月)や、アリス＝紗良・オット（ピ

アノ）をソリストとして迎えた『フランクフルト放送交響楽団』(６月)、ベルリン・フィルのコンサートマスター、

樫本大進(ヴァイオリン)が参加して注目された『ロシア・ナショナル管弦楽団』(６月)が、万来の聴衆から大喝采を

浴びました。

　ロック・ポピュラーでは、『ジャーニー』(３月)をはじめ、『ノラ・ジョーンズ』(11月)などの大型公演を行い、

ファンの熱狂的な支持を集めました。

　また、この地方では初めての開催となった葉加瀬太郎『情熱大陸　SPECIAL LIVE』(７月)を中部国際空港の特設ス

テージで行い、真夏の屋外ライブを繰り広げました。

　さらに、3,980円という低料金で上質な音楽と娯楽を提供しようと、日本ガイシホールで、『青春のグラフィティ

2013』(１月)、『吉本新喜劇爆笑ステージ』(１月)を催し、合わせて9,000人を超える観客を集めました。

　演劇舞踊では、人気バレエダンサー熊川哲也が率いるＫバレエカンパニーの公演を、夏に『海賊』(６月)、秋に『ド

ン・キホーテ』(10月)と２回にわたって行い、バレエファンを魅了しました。フラメンコの本場、スペインからは『ス

ペイン国立バレエ団』(２月)を迎え、世界一流のフラメンコとバレエの融合芸術が披露されました。

　舞台では、若尾文子主演『明日の幸福』(８月)で芝居ファンを魅了しました。また、日本の伝統分野の公演として、

『比叡山延暦寺の聲明(しょうみょう)』(12月)を催し、高い評価を受けました。

　夏休み恒例の名古屋市科学館特別展として開催した『空飛ぶのりもの』(７月～９月)は、飛行機を通じて大空の魅

力を紹介し、こどもたちの人気を集めました。

　広告代理業は、大型イベントが開催されなかったことなどから、売上は前期を下回りました。

　

〈不動産賃貸〉

　「不動産賃貸」は、東京の賃貸ビルにおいてテナントからの賃料収入が減少したことにより、売上高は14億13百万円

（前期比6.6％減）となりました。

　利益面では、東京の賃貸ビルにおける売上高の減少が響き、営業利益は８億62百万円（前期比3.2％減）となりまし

た。

 
〈ゴルフ場〉

　「ゴルフ場」は、プレー収入が増加したものの名義書換料の減少により、売上高が５億34百万円（前期比0.5％減）

となりました。利益面では、販管費や減価償却費の減少などにより、営業利益は18百万円（前期比64.5％増）となりま

した。

  
〈その他〉

　保険代理業、タクシー業などで構成される「その他」は、売上高が７億64百万円（前期比4.0％減）、営業利益は93百

万円（前期比10.1％減）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　
平成24年３月期 平成25年３月期 増減額

（百万円） （百万円） （百万円）

現金及び現金同等物の期首残高 11,101 11,371 269

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,157 3,246 1,089

投資活動によるキャッシュ・フロー △982 528 1,511

財務活動によるキャッシュ・フロー △905 △862 43

現金及び現金同等物の増減額 269 2,913 2,644

現金及び現金同等物の期末残高 11,371 14,284 2,913

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて29億13百万円増加し、142億84百万円

となりました。 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

  

  （営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは32億46百万円の収入となり、前期に比べて収入額が10億89百万円増加しまし

た。

　 前期に比べての資金の増加要因は以下のとおりです。

・売上債権の増減額が４億40百万円減少しました。

・その他の資産の増減額が５億72百万円減少しました。

・法人税等の支払額が５億39百万円減少しました。

　
前期に比べての資金の減少要因は以下のとおりです。

・税金等調整前当期純利益が62百万円減少しました。

・減価償却費が３億19百万円減少しました。

・その他の負債の増減額が２億24百万円減少しました。

 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは５億28百万円の収入となり、９億82百万円の支出となった前期に比べて15億

11百万円増加しました。

　これは主に、定期預金の払戻による収入が、預入による支出を差し引いた純額で30億円増加した一方で、投資有価証

券の取得による支出が、売却や償還による収入を差し引いた純額で17億10百万円増加したことによるものです。

 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは８億62百万円の支出となり、前期に比べて支出額が43百万円減少しました。

これは、預り保証金の返還による支出が44百万円減少したことなどによるものです。
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２ 【販売の状況】

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。
　

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

放送関連 29,735 △0.7

不動産賃貸 1,413 △6.6

ゴルフ場 534 △0.5

報告セグメント計 31,683 △0.9

その他 764 △4.0

合計 32,448 △1.0

(注) １  セグメント間の取引については相殺消去しております。

２  主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。

 

相手先

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱電通 8,701 26.5 8,533 26.3

㈱博報堂ＤＹ
メディアパートナーズ

5,913 18.0 6,371 19.6

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

□不確実な時代にどう打って出るか

　放送事業を中核とする当社グループは、地域の情報インフラとして信頼性の高い放送を通じ、民主主義の理想の実現

と国民経済の発展に寄与してきました。

　しかし、ライフスタイルの多様化、またインターネット社会の発達によりテレビは絶対的強者から相対的強者とな

り、ラジオは広告媒体としての価値を過小評価されています。

　
□意義と利益の両立

　こうした状況の中で、環境の変化に対応しながら厳しい競争に打ち勝ち、将来にわたって地域の情報インフラとして

の機能を維持強化していくためには、「信頼」のメディアとして放送の媒体価値を再構築するだけでなく、ＣＢＣグ

ループ全体が企業としての競争力を高め、業容を拡大していくことが必要です。

　
□テレビ、ラジオ、管理部門～ＣＢＣの三本の矢

　番組制作、特に地域情報を受け持つ番組の制作は、通常、回収する以上にコストがかかります。つまり、番組を作らな

い地方局ほど利益を確保できることになります。しかし、地域番組を制作しない地方局には、地域に存在する今日的意

味はありません。

　ＣＢＣは、地域に寄り添った番組を作りながら利益を上げることのできる放送局を目指さなくてはなりません。

　テレビは、タイム・スポットという営業の基本を押さえながら、さらなるビジネスの多角化を目指します。

　自社制作番組の多いラジオは、発想の転換によりこれまで以上に魅力的な番組を制作し、販売し、広告以外の需要も

喚起しながら番組表全体で利益を増やします。

　管理部門は、ＣＢＣの積み上げてきた資産と資金を原資に利益を産み出す工夫を続けます。

　
□ＣＢＣグループの各社の自立と協調

　そして、ＣＢＣグループ全体では「自立と協調」によるビジネスの拡大を目指します。

　当社は、企業としての安定性と将来の発展を確保するために、現状のグループ体制を分析し、今後の変化に的確に対

応できる効果的で効率的な体制の有り様を検討してきました。

　その結果、ＣＢＣグループ全体の業容最適化と収益力強化を図るため、グループ各社の「自立と協調」を実現する経

営組織の整備が必要との判断に至りました。

　その手段として、まず平成25年４月１日をもって当社のラジオ事業を株式会社ＣＢＣラジオへ承継させました。効率

的な組織運営、独自の権限と責任で迅速な意思決定を図ることができる組織とすることで、ラジオ事業の健全化とメ

ディアとしての更なる価値向上を企図しています。

　
□最強のカタチへ

　さらに、グループの企業力をより強固にすべく、グループ各社の役割分担や責任・権限の範囲を明確にし、「自立

性」を強化する経営形態への転換をすすめます。「自立して個で強く、協調したらなお強い」企業集団に向けて進化

を遂げたいと考えます。

　そのための究極の組織が、象徴となる会社を中心としてラジオ、テレビを含めた各グループ企業が同一円周上に並ぶ

組織体です。（図３参照）　これが地方のラジオ・テレビ兼営局の新しいあり方であり、現在のカタチは過渡期と言え

ます。（図２参照）

　なお、放送事業者に持株会社制度の利用を認めた認定放送持株会社体制は、当社の考える経営組織と同じ仕組みであ

るため、この制度を使って新しいグループ体制を構築し、企業価値の最大化を目指していきたいと考えています。具体

的には、平成26年４月１日を効力発生日として、ＣＢＣテレビ分割準備株式会社へテレビ事業を吸収分割し、当社を認

定放送持株会社とする予定です。
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　当社グループの従業員は、自ら「10年先の扉を開ける」という気概と責任を持って行動し、グループ全体の企業価値

向上と利益の最大化を目指すとともに、株主の皆さまをはじめとするすべてのステークホルダーの負託に応えるべく

着実な業務の遂行に努めてまいります。

 

      なお、会社の支配に関する基本方針は、次のとおりです。

  当社および当社グループは、ラジオ、テレビの放送を通じてすぐれた報道、情報、娯楽番組を制作し、地域社会や文化

に貢献することを経営の基本理念にしています。中波ラジオや地上波テレビ放送は、公共性の高いメディアであり、通

信技術の進展に伴ってメディアが多様化しても、基幹メディアの地位を維持していくものと考えています。このため、

中長期的な視点に立って、安定的に経営を継続していくことが重要であり、それが、ひいては企業価値、株主価値の向

上につながるものと確信しています。

したがって、こうした経営の基本理念を支持する者が、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」である

ことが望ましいと考えています。

  当社は、経営支配権の異動を通じた企業活動および経済の活性化の意義を否定するものではありませんが、当社株

式の大量取得を目的とした買付けについては、当該買付け行為または買収提案の当社の企業価値、株主共同の利益へ

の影響を慎重に判断する必要があります。

  現時点では、当社株式に対する大規模な買収行為がなされた場合に備えた具体的な枠組み（いわゆる「買収防衛

策」）をあらかじめ定めてはいません。しかし、当社は、当社の株式取引や異動の状況を常に把握し、当社株式を大量

に取得しようとする者が出現した場合は、株主共同の利益を守る立場から、最も適切と考えられる措置を取ります。
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４ 【事業等のリスク】

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項に

は、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。

 

(1) 景況等の影響について

  当社グループの売上の多くは、広告収入に依存しています。特に、大きなウエイトを占めているテレビスポット収入

は、国内景気の全体の動きに加え、広告主である各企業の業績や広告出稿に対する動向などとの連動性が強くなって

います。このため、景況や広告主の動向によって、当社グループの財政状態および経営成績に影響を与える可能性があ

ります。

 

(2) 視聴率、聴取率による影響

  視聴率、聴取率は、スポンサーにとって、ＣＭが、視聴者、リスナーにいかに到達しているかを示す指標となっていま

す。このため、視聴率、聴取率の変動は、放送関連部門の売上高に影響を与えることになります。

テレビにおける視聴率のうち、ゴールデンタイム、プライムタイムと呼ばれる時間帯の多くは、キー局である㈱ＴＢ

Ｓテレビが制作、編成していますが、こうした番組の視聴率動向によっても、売上高が大きく変動する可能性がありま

す。

 

(3) 他メディアとの競合について

技術の飛躍的な進歩によるメディア、情報デバイスの多様化は、視聴者・聴取者の動向や企業の広告出稿に影響を

与える可能性があり、現実に、ここ数年のラジオ、テレビの広告収入の減少傾向をみる限り、少なからず、その影響を受

けているといわざるを得ません。 

　リーチ、フリクエンシーでは他の追随を許さないテレビは、広告メディアとして圧倒的な優位性を保っていますが、

今後、メディア間での競争が激化し、視聴者の動向や広告メディアとしての価値が変化した場合、当社グループの財政

状況および経営成績に影響が出る可能性があります。

 

(4) 大規模災害の発生や災害放送、緊急時放送について

  当社の本社のある名古屋市をはじめ、放送サービスエリア内の広い範囲が、東海地震に係る地震防災対策強化地域

および東南海・南海地震防災対策推進地域に指定されています。

  当社グループでは、本社建物や電波を送り出す瀬戸のデジタルタワーを始めとした放送関連施設について、最大限

の地震対策を施しております。

しかしながら、予想を上回る大地震の発生により、放送関連施設が大きな被害を受けることで、正常な放送を送り出

すことができなくなるおそれがあります。

また、当社の放送関連部門は、報道機関であることから、大地震をはじめとする大規模な災害や大事故、大事件など

が発生した場合、一定期間において、当社グループの主要な収入である広告の放送を行うことなく、ラジオ、テレビの

放送を通じて、国民に情報を提供いたします。

さらに、いわゆる「有事法制」における非常時においても、広告の放送を行わないこともあります。

こうした場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 年金債務について

  当社グループの年金資産の時価が大きく変動した場合や、年金資産の運用利回りが変動した場合、当社の業績に大

きな影響が出る可能性があります。また、金利環境の変動などの要因により、退職給付債務等に影響を及ぼす可能性が

あります。
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(6) 有価証券等の保有について

  当社グループが保有する有価証券について、大幅な株式市況の下落や投資先の実質価額が著しく下落した場合に、

多額の評価損が計上され、業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
 

５ 【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成25年１月17日開催の取締役会において、平成25年４月１日を効力発生日として、当社のラジオ事業を

当社の完全子会社である株式会社ＣＢＣラジオに吸収分割により承継させることを決議し、同日付で吸収分割契約

を締結いたしました。また、平成25年４月１日をもって、当社のラジオ事業を株式会社ＣＢＣラジオへ承継させまし

た。

　なお、当連結会計年度末後となりますが、当社は、平成25年５月10日開催の取締役会において、平成26年４月１日

（予定）を効力発生日として、当社のグループ経営管理事業及び不動産賃貸事業を除く一切の事業に関する権利義

務の一部を当社の完全子会社であるＣＢＣテレビ分割準備株式会社に吸収分割により承継させることを決議し、同

日付で吸収分割契約を締結いたしました。また、平成25年６月27日開催の定時株主総会において、本吸収分割契約は

承認されました。　

　詳細は、「第５　経理の状況　２　財務諸表等　注記事項（重要な後発事象）」に記載の通りであります。

 

６ 【研究開発活動】

当連結会計年度において、当社グループで特筆すべき研究開発活動は行っておりません。

  

EDINET提出書類

中部日本放送株式会社(E04376)

有価証券報告書

 17/121



　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。

連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の数値ならびに当連結会計年度における収益・費用の数

値に影響を与える見積りおよび仮定設定を行っております。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、見積

りと異なる場合があります。

当社グループの重要な会計方針は、「第５　経理の状況」に記載しておりますが、特に貸倒引当金、投資の減損、繰

延税金資産および退職給付費用に関する見積りおよび判断が連結財務諸表の作成に重要な影響を及ぼすと考えて

おります。

 

①貸倒引当金

当社グループは、得意先への売掛金等の一般債権について、支払不能時に発生する損失見積額を、過去の貸倒実績

率に基づき、貸倒引当金に計上しております。また、相手先の財政状態が悪化し、支払能力が低下した場合には個別

に回収可能性を見積り、追加引当を行っております。さらに、当社グループは預託金方式のゴルフ会員権を所有して

おります。このゴルフ会員権は、下記「②投資の減損」で減損の対象になった際に、時価が額面金額を下回った場

合、時価と額面との差額の全額を貸倒引当金として計上しております。

 

②投資の減損

当社グループは、長期的な取引関係維持のため、また余資運用目的で有価証券および投資有価証券を所有してお

ります。この中には市場価額のある公開会社への投資と、時価の決定が困難な非公開会社への投資が含まれており

ます。当社グループは投資価値の下落が一時的でないと判断した場合、投資の減損を計上しております。投資価値の

下落が一時的でないとの判断は、「金融商品会計基準」に従って行っております。

 

③繰延税金資産

当社グループでは、繰延税金資産の判定に当たって慎重な判断を行い、評価性引当額を計上することによって実

現可能性の高い金額への修正を行っております。評価性引当額の必要性を評価するに当たっては、将来の課税所得

と継続的な税務計画を慎重に判断し、いわゆるスケジューリング不能と判断された場合にはこれを実現できないも

のとし、繰延税金資産の調整額として費用に計上しております。

 

④退職給付費用

当社の従業員退職給付費用および債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出しております。また、

子会社については簡便法を採用しております。

　当社の年金制度において、割引率は日本の長期国債の市場利回りを基準に算出しております。期待運用収益率は、

年金資産のポートフォリオ、過去の運用実績、運用方針および市場動向等を考慮して決定しております。
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　(2) 経営成績の分析

①売上高

当連結会計年度の当社グループ全体の売上高は、前期比３億34百万円(1.0％)減の324億48百万円となりました。

　セグメント別の状況は次のとおりです。

当社グループの中心となる「放送関連」は、前期比２億円(0.7％)減の297億35百万円となりました。これは、クロ

スメディア収入が増加した一方で、収入の大きな柱であるテレビスポット収入やイベント収入が減少したほか、子

会社の広告代理業が減収となったことなどによるものです。

「不動産賃貸」は、東京の賃貸ビルにおいてテナントからの賃料収入が減少したことにより、前期比99百万円

（6.6％）減の14億13百万円となりました。

「ゴルフ場」は、プレー収入が増加したものの名義書換料の減少により、前期比２百万円(0.5％)減の５億34百万

円となりました。

「その他」は、前期比31百万円(4.0％)減の７億64百万円となりました。

 

②売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、前期比４億88百万円(2.7％)減の175億37百万円となりました。これは主に、退職給付費用が増加した

一方で、テレビ番組費やイベント原価、減価償却費などが減少したことによるものです。

　販売費及び一般管理費は、前期比１億24百万円(1.0％)増の127億20百万円となりました。これは主に、退職給付費

用が増加したことによるものです。

 

③営業利益

営業利益は、前期比29百万円(1.3％)増の21億90百万円となりました。

セグメント別では、「放送関連」は前期比58百万円(5.0％)増の12億15百万円となりました。また、「不動産賃

貸」は前期比28百万円(3.2％)減の８億62百万円、「ゴルフ場」は前期比７百万円(64.5％)増の18百万円、「その

他」は前期比10百万円(10.1％)減の93百万円となりました。

 

④営業外損益

営業外収益は、前期比20百万円(6.3％)減の３億８百万円となりました。これは主に、前期に29百万円あった補助

金収入が当期なかったことによるものです。

また、営業外費用は、前期比11百万円(11.1％)減の94百万円となりました。これは主に、支払利息が９百万円減少

したことによるものです。

 

⑤経常利益

経常利益は、前期比20百万円(0.8％)増の24億４百万円となりました。

 

⑥特別損益

特別利益は、前期比31百万円（112.4％）増の60百万円となりました。これは主に、固定資産売却益が24百万円増

加したことによるものです。

また、特別損失は、前期比１億14百万円(97.0％)増の２億33百万円となりました。これは主に、投資有価証券評価

損が１億75百万円増加したことによるものです。
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⑦税金等調整前当期純利益

税金等調整前当期純利益は、前期比62百万円(2.7％)減の22億31百万円となりました。

 

⑧税金費用

税金費用は、前期比４百万円(0.5％)減の８億89百万円となりました。内訳としては、法人税、住民税及び事業税が

８億26百万円となり、法人税等調整額が62百万円となりました。

 

⑨少数株主利益

　少数株主利益は、連結子会社の㈱千代田会館が減益となったことに伴い、前期比９百万円(54.2％)減の８百万円と

なりました。

 

⑩当期純利益

以上の結果、当期純利益は前期比48百万円(3.5％)減の13億34百万円となりました。

 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

「４　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

 

(4) 財政状態の分析

  ①資産の部

当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末に比べて29億18百万円増加し、628億16百万円となりまし

た。

　これは、減価償却などにより有形及び無形固定資産が６億86百万円減少した一方で、保有株式の時価上昇などによ

り、投資有価証券が32億96百万円増加したことによるものです。　

 

    ②負債の部

　負債は６億52百万円増加し、156億32百万円となりました。

　これは、長期預り保証金が４億81百万円減少した一方で、保有株式の時価上昇に伴い、繰延税金負債が７億31百万

円増加したことや、設備投資に伴い、流動負債の「その他」に含まれる設備関係支払手形が３億51百万円増加した

ことによるものです。

 

    ③純資産の部

  純資産は22億65百万円増加し、471億84百万円となりました。

　これは、保有株式の時価上昇に伴い、その他有価証券評価差額金が12億60百万円増加したことや、当期純利益の計

上と配当金の支払いとの差額により、利益剰余金が10億４百万円増加したことによるものです。
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(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

    ①キャッシュ・フローの状況

  「１  業績等の概要  (2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

    ②資金需要及び財務政策

  当社グループの主な資金需要は、テレビやラジオの放送における番組制作や送出に係る費用の他、現在計画中で

ある本社地区の再開発や、放送設備の更新等に係る支出が見込まれております。

  当社グループは、健全な財務状態及び営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力により、当社グループ

の成長を維持するために将来必要な運転資金および設備投資に要する資金を調達することが可能と考えておりま

す。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資額（無形固定資産を含む）は、８億95百万円であります。

　セグメント別では、次のとおりであります。

　

（放送関連）

　テレビ番組を制作するスタジオ設備を更新したほか、岐阜県の下呂、高山、神岡および三重県の熊野の

合わせて４ヶ所のラジオ放送所において送信設備を更新するなど、８億73百万円の設備投資を実施い

たしました。　

　また、平成23年７月のアナログテレビ放送終了に伴い、以下の設備の一部を除却いたしました。

　　・放送センター、本社本館、名古屋テレビ塔の３ヵ所におけるアナログテレビ放送設備

　　・愛知、岐阜、三重の３県に所在するアナログテレビ送信所

　なお、重要な設備の売却はありません。

（不動産賃貸）

　賃貸駐車場設備の耐震工事における調査費用を建設仮勘定に計上するなど、５百万円の設備投資を実

施いたしました。

　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

（ゴルフ場）

  グリーン用の芝刈り機を購入するなど、７百万円の設備投資を実施いたしました。

　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

（その他）

  タクシー業における車両の更新など、９百万円の設備投資を実施いたしました。

  なお、重要な設備の除却または売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成25年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

放送センター
(名古屋市中区)

放送関連 放送設備等 2,831 1,281
1,073
(　　　3)

311 5,497 286

本社本館
(名古屋市中区)

放送関連 本社設備等 884 97
440

(　　　3)
113 1,535 ―

東京総局
(東京都
千代田区)

放送関連 放送設備等 9 4
24

(　　　1)
10 49 36

長島ラジオ送信所
(三重県桑名市)

放送関連
ラジオ
送信設備

91 20
276

(　　 34)
0 388 ―

瀬戸デジタル
テレビ送信所
(愛知県瀬戸市)

放送関連
デジタル
テレビ
送信設備

147 28
22

(　　　1)
1 199 ―

グランパルク
(愛知県
長久手市)

不動産賃貸 商業施設 2,955 0
4,683
(　　 29)

1 7,640 ―

(注) １  帳簿価額のうち「その他」は、有形固定資産の「工具、器具及び備品」及び「建設仮勘定」、及び無形固定資
産の合計であります。

２  本社本館の従業員数は、放送センターに含まれています。
３  グランパルクは、アピタ長久手店としてユニー㈱に賃貸しております。
４  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 国内子会社

平成25年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱南山カ
ントリー
クラブ

南山カント
リークラブ
(愛知県
豊田市)

ゴルフ場 ゴルフ場 488 24
3,035

(  1,156)
 

50 3,599 48

㈱千代田
会館

千代田会館
(東京都
千代田区)

不動産
賃貸

賃貸ビル 956 ―
―

(　　 ―)
［　1］

3 959 4

(注) １  帳簿価額のうち「その他」は、有形固定資産の「工具、器具及び備品」及び「建設仮勘定」、及び無形固定資
産の合計であります。

２  帳簿価額のうち「土地」欄中段(　)数字は所有している面積であり、下段［　］数字は連結会社以外から賃借
している面積であります。

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

(3) 在外子会社

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

中部日本放送株式会社(E04376)

有価証券報告書

 23/121



　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

当連結会計年度末現在における重要な設備の除却計画として、平成23年７月のアナログテレビ放送終了後

３年以内に、以下の設備を除却することを予定しております。

　　・放送センター、本社本館、名古屋テレビ塔の３ヵ所におけるアナログテレビ放送設備

　　・愛知、岐阜、三重の３県に所在するアナログテレビ送信所

　なお、上記の設備は「放送関連」セグメントに含まれます。　
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年６月28日)

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 26,400,00026,400,000名古屋証券取引所市場第一部 単元株式数100株

計 26,400,00026,400,000 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

昭和53年４月１日 2,400 26,400 120 1,320 ― 654

(注)　株主割当　１：0.1

発行価格　50円　資本組入額　50円
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(6) 【所有者別状況】

平成25年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

12 22 11 94 29 1 2,7382,907 ―

所有株式数
(単元)

14,54372,126 749108,76521,939 2 45,632263,75624,400

所有株式数
の割合(％)

5.51 27.34 0.28 41.23 8.31 0.00 17.30100.00 ―

(注) １　自己株式858株は、「個人その他」に８単元、「単元未満株式の状況」に58株含まれております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、６単元含まれております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社中日新聞社 名古屋市中区三の丸一丁目６番１号 2,602 9.85

竹田本社株式会社 愛知県犬山市字新川１番11 1,700 6.43

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,300 4.92

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,167 4.42

JP MORGAN CHASE BANK 385093
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ
U.K.
(東京都中央区月島四丁目16番13号)

1,163 4.40

株式会社ナゴヤドーム 名古屋市東区大幸南一丁目１番１号 1,040 3.93

中部電力株式会社 名古屋市東区東新町１番地 883 3.34

日本トラスティ・サービス信託
 銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 836 3.17

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦三丁目19番17号 825 3.12

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号 822 3.11

計 ― 12,342 46.75

(注) １ 「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位を切り捨てて記載しております。

２　シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社およびその共同保有者であるシュローダー・イン

ベストメント・マネージメント・リミテッドから平成24年７月４日付で提出された大量保有報告書（変更

報告書）により、平成24年６月29日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。 

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

株券等保有割合
(％)

シュローダー・インベストメント・
マネジメント株式会社

東京都千代田区丸の内１-８-３ 828,900 3.14

シュローダー・インベストメント・
マネージメント・リミテッド

英国 EC2V 7QA ロンドン、
グレシャム・ストリート３１ 

1,361,700 5.16

合計 ― 2,190,600 8.30
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式         800― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  26,374,800263,748 ―

単元未満株式 普通株式      24,400― ―

発行済株式総数 26,400,000― ―

総株主の議決権 ― 263,748 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、600株含まれております。

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
中部日本放送株式会社

名古屋市中区新栄一丁目２
番８号

800 ― 800 0.00

計 ― 800 ― 800 0.00

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

中部日本放送株式会社(E04376)

有価証券報告書

 27/121



　

２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

   

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

   

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 184 83
　 　 　

当期間における取得自己株式 2 1

(注)　当期間における取得自己株式数には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

   

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(　―　) ― ― ― ―
　 　 　 　 　

保有自己株式数 858 ― 860 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、放送という公共性の高い事業の性格上、長期にわたり安定した経営基盤を確保することが重要

と考えております。

　こうしたことから、利益配分に関しましては、安定配当の継続を基本としつつ、さらに、株主の皆さまへの

利益還元重視を明確にするため、毎期の業績に連動することとしております。 

　この方針に基づき、配当金は当社個別当期純利益の20％を目安とした配当性向を基準とし、また安定配当

性を維持するため、１株当たりの年間配当金は10円を下限といたしております。 

　当事業年度の配当につきましては、この基本方針と当事業年度の業績動向等を総合的に勘案し、１株当た

り年間12円50銭といたします。中間配当を１株当たり５円で実施しておりますので、期末配当は１株当た

り７円50銭となります。

　内部留保の使途については、現在計画中である本社地区の再開発や、放送設備の更新等に備えていくこと

としております。 

　なお、翌事業年度以降の配当につきましては、平成25年４月１日付で、当社のラジオ事業を当社の完全子

会社である株式会社ＣＢＣラジオに承継させたことにより、当社個別の収益構造が変わること、および今

まで以上に株主の皆さまに利益を還元するため、配当方針を一部変更いたします。具体的には、配当の基準

を個別当期純利益から連結当期純利益に変更し、目安とする配当性向を30％に引き上げます。１株当たり

の年間配当金の下限につきましては、これまで通り10円とさせていただきます。　

　また、今後も原則として、中間配当として９月30日、期末配当として３月31日を基準日とした年２回の配

当を継続する予定です。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

  

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。
　

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たりの配当額（円）

　平成24年11月８日

　取締役会決議
131 5.00

　平成25年６月27日

　定時株主総会決議
197 7.50

　 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高(円) 975 839 599 499 676

最低(円) 492 449 365 416 430

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成24年10月 24年11月 24年12月 平成25年１月 25年２月 25年３月

最高(円) 450 458 471 504 505 676

最低(円) 431 434 440 453 483 497

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(百株)

代表取締役
会長

　

夏　目　和　良 昭和16年７月７日

昭和40年４月 当社入社

(注)
３

510

平成９年６月 当社東京支社長

平成10年12月 当社テレビ営業局長

平成11年６月 当社取締役テレビ営業局長

平成13年６月 当社常務取締役

平成15年６月 当社代表取締役社長

平成20年６月 当社代表取締役会長(現)

代表取締役
社長

　 大　石　幼　一 昭和28年２月６日

昭和50年４月 当社入社

(注)
３

154

平成17年４月 当社社長室長

平成17年６月 当社取締役社長室長

平成19年６月 当社常務取締役

平成20年６月 当社代表取締役社長(現)

取締役
副社長

社長補佐
営業、事業、
クラウンズ事務
局、国際音楽祭事
務局担当

村　瀬　元一郎 昭和26年２月15日

昭和48年４月 当社入社

(注)
３

145

平成12年４月 当社報道制作局長

平成13年４月 当社東京支社長

平成13年６月 当社取締役東京支社長

平成17年６月 当社常務取締役

平成19年６月 当社専務取締役

平成25年６月 当社取締役副社長(現)

専務取締役
グループ会社、
ＣＢＣクラブ担当

伊　藤　道　之 昭和27年12月６日

昭和50年４月 当社入社

(注)
３

113

平成17年４月 当社経営監査室長

平成19年６月 当社報道局長

平成20年６月 当社取締役報道局長

平成21年６月 当社取締役総務局長

平成22年６月 当社常務取締役

平成25年６月 当社専務取締役(現)

常務取締役

　
管理部門、労務
担当
　

林　　　尚　樹 昭和31年１月11日

昭和54年４月 当社入社

(注)
３

118

平成19年６月 当社事業局長

平成20年６月 当社テレビ営業局長

平成22年６月 当社取締役テレビ営業局長

平成22年７月 当社取締役業務総局長

平成24年６月 当社取締役経営管理総局長

平成25年６月 当社常務取締役(現)

常務取締役

　
　
報道、制作、
スポーツ、編成、番
組審議会事務局担
当
　
　

杉　浦　正　樹 昭和30年９月30日

昭和54年４月 当社入社

(注)
３

74

平成19年６月 当社社長室長

平成22年６月 当社取締役社長室長兼総務局長

平成22年７月 当社取締役経営管理総局長

平成24年６月 当社取締役報道・番組総局長

平成25年６月 当社常務取締役(現)

取締役 　 小　山　　　勇 昭和10年１月29日

平成９年３月 ㈱中日新聞社代表取締役副社長

(注)
３

―

平成９年６月 当社取締役(現)

平成13年６月 ㈱中日新聞社取締役相談役

平成15年６月 同社取締役顧問

平成23年６月 同社常任顧問(現)

取締役 　 岡　谷　篤　一 昭和19年５月14日

昭和60年５月 岡谷鋼機㈱代表取締役常務

(注)
３

―平成２年５月 同社代表取締役社長(現）

平成９年６月 当社取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(百株)

取締役 　 岡　田　邦　彦 昭和10年７月11日

平成11年５月 ㈱松坂屋代表取締役社長

(注)
３

―

平成11年６月 当社取締役(現)

平成16年５月 ㈱松坂屋代表取締役社長執行役員

平成18年５月 同社代表取締役会長執行役員

平成18年９月 同社代表取締役会長

平成18年９月 ㈱松坂屋ホールディングス代表取

締役会長

平成19年９月 J．フロント　リテイリング㈱代表

取締役会長

平成22年３月 同社取締役相談役

平成22年５月 同社相談役(現)

取締役 　 大　島　寅　夫 昭和10年２月７日

平成13年６月 ㈱中日新聞社代表取締役専務

(注)
３

―
平成13年６月 当社取締役(現)

平成15年６月 ㈱中日新聞社代表取締役社長

平成23年６月 同社代表取締役副会長(現)

取締役 　 佐　伯　　　卓 昭和26年６月14日

平成20年６月 東邦瓦斯㈱代表取締役社長　社長

執行役員 (注)
３

―平成21年６月 当社取締役(現)

平成24年６月 東邦瓦斯㈱代表取締役会長(現)

取締役 　 河　野　英　雄 昭和20年４月15日

平成22年６月 名古屋鉄道㈱代表取締役副会長

(注)
３

―
平成23年６月 当社取締役(現)

平成23年６月 名古屋鉄道㈱代表取締役会長

（現）

取締役
㈱シー・ウェーブ
代表取締役社長

犬　飼　康　博 昭和24年８月23日

昭和49年４月 当社入社

(注)
３

114

平成15年６月 当社万博・空港推進室長

平成17年10月 当社ラジオ局長

平成19年６月 当社取締役東京支社長

平成22年６月 ㈱シー・ウェーブ代表取締役社長

(現)

平成22年６月 当社取締役(現)

取締役

 
 
技術担当
 
 

近　藤　　　肇 昭和31年８月13日

昭和54年４月 当社入社

(注)
３

48

平成22年２月 当社技術局長

平成22年７月 当社報道・番組総局技術センター

長

平成24年６月 当社取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(百株)

常勤監査役 　 佐　橋　嘉　彦 昭和８年４月27日

昭和63年１月 ㈱中日新聞社中日スポーツ総局長

(注)
４

226

平成元年６月 当社取締役テレビ編成局専任局長

平成２年２月 当社取締役ラジオ局長

平成３年６月 当社常務取締役

平成７年６月 当社専務取締役

平成９年６月 ㈱中日新聞社取締役(現)

平成９年６月 当社代表取締役専務

平成11年６月 当社代表取締役副社長

平成15年６月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役 　 石　野　孝　之 昭和26年11月11日

昭和49年４月 当社入社

(注)
５

147

平成15年６月 当社技術局長

平成18年６月 当社取締役技術局長

平成20年６月 当社常務取締役

平成24年６月 当社常勤監査役(現)

監査役 　 川　口　文　夫 昭和15年９月８日

平成13年６月 中部電力㈱代表取締役社長

(注)
５

―
平成13年６月 当社監査役(現)

平成18年６月 中部電力㈱代表取締役会長

平成22年６月 同社相談役(現)

監査役 　 柴　田　昌　治 昭和12年２月21日

平成５年６月 日本碍子㈱代表取締役専務

(注)
４

―

平成６年６月 同社代表取締役社長

平成14年６月 同社代表取締役会長

平成19年６月 当社監査役(現)

平成23年４月 日本碍子㈱取締役相談役

平成23年６月 同社相談役(現)

監査役 　 小笠原　日出男 昭和13年７月28日

平成７年６月 ㈱東海銀行代表取締役専務

(注)
５

―

平成８年６月 同行代表取締役副頭取

平成10年４月 同行代表取締役頭取

平成13年４月 ㈱ＵＦＪホールディングス代表取

締役社長

平成14年１月 ㈱ＵＦＪ銀行取締役会長

平成14年６月 同行特別顧問

平成16年７月 同行名誉顧問

平成18年１月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行名誉顧問

(現)

平成24年６月 当社監査役(現)

計 1,649

(注)　１　取締役小山　勇、岡谷篤一、岡田邦彦、大島寅夫、佐伯 卓および河野英雄の各氏は、社外取締役であります。
２　監査役川口文夫、柴田昌治および小笠原日出男の各氏は、社外監査役であります。
３　任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時までで
あります。

４　任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時までで
あります。

５　任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時までで
あります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、放送事業の根幹である「骨太の報道」、「信頼ある生活情報」、「質の高いエンタテインメント」を柱とした

番組を制作、放送し、地域社会に貢献することを経営の基本理念としています。 

　放送業界を取り巻く環境は大きく変容してきていますが、こうした環境の変化に臨機応変に対応しつつも、放送を通じ

て健全な社会と公共の福祉に寄与することが、地域におけるメディアの普遍的な役割であることを常に認識し、メディ

アとしての更なる価値の向上と信頼性の確保の堅持に努めています。 

   

① 企業統治の体制

当社における企業統治の体制は、監査役制度を採用しており、役員の定数は、取締役20名以内、監査役５名以内とす

る旨を定款に定めています。

　現在の取締役14名のうち社外取締役は６名、監査役５名のうち社外監査役は３名です。

　この体制を採用する理由は、社外取締役による経営の透明性、公正性の確保と、社外監査役による監査の実効性を確

保することにより、コーポレートガバナンスを有効に機能させるためです。

　なお、取締役に関しては、経営環境の変化に迅速に対応し、最適な経営体制を機動的に構築するほか、事業年度におけ

る経営責任を明確にするため、任期を１年としています。

　また、会社の重要な業務執行の決定と重要案件の報告を行うために、原則として毎月１回、取締役会を開催しており

ます。

　このほか、取締役会決議に基づく社長の業務執行にあたり、意思決定および執行方針に関する重要事項を協議する場

として、常務以上の取締役で構成する常務会があり、原則として週１回開催しています。

 

  

内部統制システムの整備、構築に関しては、常務以上の取締役と各部署のコンプライアンス責任者から構成される

内部統制委員会を設けており、内部統制が有効に機能するための施策を講じています。

　なお、会社法および会社法施行規則に基づき、当社が業務の適正を確保するための体制として、取締役会において決

議した事項は以下の(1)～(9)のとおりです。
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(1) 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　当社は、経営の透明性、公正性確保のため、業務の適正化に必要な知識と経験を有した社外取締役を選任してお

り、監査に関しても実効性を確保するため、取締役から独立した社外監査役を選任し、監査監督機能の強化に努め

ている。

　また当社は、常務以上の取締役と各部署のコンプライアンス責任者から構成される内部統制委員会を設け、内部

統制が有効に機能するための体制を整備している。

　コンプライアンスの推進については、「ＣＢＣグループ行動憲章」を制定し、当社及びグループ各社の役職員

が、法令、定款及び社会規範を遵守した行動をとるための規範としている。

　その徹底を図るため、当社に関しては総務広報部法務セクションにおいて、またグループ各社に関しては経営企

画部が、コンプライアンスの取り組みを横断的に統括し、役職員教育等を行う。

　これら活動は、定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。

　当社及びグループ各社における業務プロセスの適正性、妥当性、効率性などは、当社経営監査室が監査する。

　また、当社及びグループ各社における法令上疑義のある行為等を、早期に発見し是正することを目的として、内

部通報制度（「ＣＢＣホットライン」）を設置している。

　  　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　当社は、文書規程及び稟議規程を制定しており、取締役の職務執行に係る情報は、文書または電磁的媒体に記録

し、保存する。

  

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

  当社は、経営危機管理規程を制定しており、当社及びグループ各社にコンプライアンス、損害賠償、災害、情報セ

キュリティ等に係る経営危機が発生した場合、社長を委員長とする危機管理委員会を速やかに開催し、適切に対

応するものとする。

  また、将来発生するおそれのある危機を想定し、万一の場合に備えた予防策を検討する。

    

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、役職員が共有する全社的な目標として、中期経営計画及び各年度の予算を立案し、実行している。

  取締役会はその進捗状況を定期的に検討し、改善を促すことにより、全社的な業務の効率化を実現する。 

  また当社は、経営環境の変化に迅速に対応し、最適な経営体制を機動的に構築するほか、事業年度における経営

責任を明確にするため、取締役の任期を１年としている。

   

(5) 当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

  当社は、企業集団としての経営効率の向上を目的として、関係会社管理規程を制定しており、この規程に従い当

社経営戦略センターがグループ各社の法令遵守、リスク管理、効率性向上のための施策を実施する。 

  また、グループ各社に内部統制コンプライアンス責任者を配置し、適正な内部統制が図れるよう体制を整備し

ている。 

  当社及びグループ各社の内部監査は当社経営監査室が行い、必要に応じて内部統制の改善策を提言する。
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(6) 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項ならびにその使用

人の取締役からの独立性に関する事項

　現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、監査役が求めた場合、監査業務補助のため使用人を置くこ

ととする。

  なお、当該使用人は取締役の指揮命令に服さないものとする。

  

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　取締役及び使用人は、監査役に対して、法令に違反する事実、当社及びグループ各社に重大な影響を及ぼす事実

を発見したときには、当該事実に関する事項を速やかに報告する体制を整備する。

  また、取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告す

る。

  報告の方法については、取締役と監査役との協議により決定する。

  

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査が実効的に行われることを確保するため、監査役は取締役会をはじめとする重要な会議に出席するほか、代

表取締役と定期的に意見交換を行う。

  また、監査役会、経営監査室及び会計監査人による三様監査会議を定期的に開催し、適切な監査業務を確保す

る。

    

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制

  当社及びグループ各社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効

かつ適切な提出のための内部統制システムを構築するとともに、そのシステムが適正に機能することを継続的に

評価し、必要な是正を行う。

  

リスク管理体制として、コンプライアンス、損害賠償、災害、情報セキュリティ等に係る経営危機が発生した場合、社

長を委員長とする危機管理委員会をすみやかに開催し、適切に対応することにしています。

  また、当社は情報開示の重要性を認識しており、担当取締役を委員長とする情報開示委員会を設置し、適切、的確に

情報を開示するための体制を整えています。

 

  社外取締役および社外監査役とは、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基

づく賠償責任の限度額は法令で定める最低責任限度額としています。
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② 内部監査及び監査役監査

当社の内部監査および監査役監査の組織は、当社およびグループ各社の内部監査を行う組織として、社長直轄の経

営監査室が独立組織として設置されており、また、監査役は常勤監査役２名、社外監査役３名となっています。

　経営監査室の人員は３名で、業務監査、有価証券報告書等の開示体制監査、テーマ監査だけでなく、財務報告に係る内

部統制の独立的評価を実施し、必要に応じて内部統制の改善策を提言しています。

　監査役は、取締役会のほか、原則として年３回以上開催する監査役会に出席しています。

　また、常勤監査役は、常務会にも出席しています。

　常勤監査役は、会計監査人に適宜報告を求めることにより、財務報告の適正性、会計監査人の独立性を常にチェック

しています。

　経営監査室は、内部監査実施の都度、常勤監査役に結果を報告し問題点等を整理しているほか、財務報告に係る内部

統制に関しては、全社統制や業務プロセスの有効性を評価し、会計監査人と意見交換をしています。

　常勤監査役、経営監査室および会計監査人は、年度の監査計画を交換し、必要な情報を相互に収集しています。

　なお、内部統制に関しては、内部統制委員会に専門部会を設け、内部統制が有効に機能するために必要な規定や体制

の立案、整備およびその推進のための活動等を行っていますが、専門部会には経営監査室が出席し、その適正性を

チェックしています。

　このほか、経営監査室は、内部統制上の問題点を発見した場合は、関係部署やグループ各社に改善策を検討させ、その

結果を確認しています。

　これらの活動は、経営監査室から常勤監査役に報告されています。

　また、常勤監査役は社長と定期的に意見交換を行っています。

  　

③ 社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は６名、社外監査役は３名です。

当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針として定めたものはありま

せんが、経営者として豊富な経験と幅広い見識を有し、当社のガバナンスに関し、客観的な立場から監督機能を果たし

ていただける人材が適任であると考え、社外役員を選任しております。

　社外取締役 小山 勇氏は、株式会社中日新聞社常任顧問です。同氏は言論界で指導的な役割を果たされ、当社はその

豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため社外取締役として選任しているものです。

　社外取締役 岡谷篤一氏は、岡谷鋼機株式会社代表取締役社長です。また、同氏は、オークマ株式会社社外取締役なら

びに愛知時計電機株式会社、中部電力株式会社、名古屋鉄道株式会社の社外監査役です。同氏は財界で要職を歴任さ

れ、当社はその豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため社外取締役として選任しているもので

す。

　社外取締役 岡田邦彦氏は、Ｊ.フロント リテイリング株式会社相談役です。また、同氏は、東海テレビ放送株式会社

社外取締役ならびに株式会社中京銀行社外監査役です。同氏は財界で要職を歴任され、当社はその豊富な経験と幅広

い見識を当社の経営に反映していただくため社外取締役として選任しているものです。

　社外取締役 大島寅夫氏は、株式会社中日新聞社代表取締役副会長です。同氏は言論界で指導的な役割を果たされ、当

社はその豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため社外取締役として選任しているものです。 

　社外取締役 佐伯 卓氏は、東邦瓦斯株式会社代表取締役会長です。また、同氏は、東海旅客鉄道株式会社社外取締役な

らびに愛知時計電機株式会社、株式会社大垣共立銀行の社外監査役です。同氏は財界で要職を歴任され、当社はその豊

富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため社外取締役として選任しているものです。

　社外取締役 河野英雄氏は、名古屋鉄道株式会社代表取締役会長ならびに名鉄運輸株式会社取締役であります。また、

同氏は、株式会社エフエム愛知、矢作建設工業株式会社の社外取締役であります。同氏は財界で要職を歴任され、当社

はその豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため社外取締役として選任しているものです。
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　社外監査役 川口文夫氏は、中部電力株式会社相談役です。また、同氏は、東海テレビ放送株式会社社外取締役ならび

に名古屋鉄道株式会社、日本郵船株式会社の社外監査役です。同氏は財界で要職を歴任され、当社は会社経営およびガ

バナンスに関して豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に反映していただくため社外監査役として選任しているも

のです。

　社外監査役 柴田昌治氏は、日本碍子株式会社相談役です。また、同氏は、テレビ愛知株式会社社外取締役ならびに株

式会社日本経済新聞社社外監査役です。同氏は財界で要職を歴任され、当社は会社経営およびガバナンスに関して豊

富な経験と幅広い見識を当社の監査に反映していただくため社外監査役として選任しているものです。

　社外監査役 小笠原日出男氏は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行名誉顧問です。また、同氏は、東邦瓦斯株式会社社外監

査役です。同氏は財界で要職を歴任され、当社は会社経営およびガバナンスに関して豊富な経験と幅広い見識を当社

の監査に反映していただくため社外監査役として選任しているものです。

　社外取締役 岡谷篤一、岡田邦彦、佐伯 卓、河野英雄の各氏および社外監査役 川口文夫、柴田昌治、小笠原日出

男の各氏については、各氏が現在または過去に代表取締役等を務める各社と当社との間に、当社の意思決定に影響を

与える重要な取引関係はなく、また各社は当社の主要株主でもありません。このため当社は、各氏と当社の一般株主と

の間に利益相反が生じる恐れはないと判断し、各氏を株式会社名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員に指定して

います。

　
　社外取締役および社外監査役と当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要は次のとお

りです。

株式会社中日新聞社と当社の間には、イベント事業等の取引関係があります。 

　また、株式会社エフエム愛知、東海テレビ放送株式会社およびテレビ愛知株式会社は、当社と同一の部類に属する事

業を行っております。 

　その他の兼職先と当社の間に重要な取引関係はありません。 

人的関係では、当社代表取締役会長の夏目和良は、Ｊ．フロント　リテイリング株式会社の社外監査役に就任してい

ます。

資本的関係では、株式会社中日新聞社、岡谷鋼機株式会社、東邦瓦斯株式会社、名古屋鉄道株式会社、中部電力株式会

社、日本碍子株式会社、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社中京銀行、株式会社大垣共立銀行およびＪ．フロント　

リテイリング株式会社の子会社である株式会社大丸松坂屋百貨店は、当社の株式を保有しています。

　当社は、Ｊ．フロント　リテイリング株式会社、中部電力株式会社、株式会社中京銀行、東海旅客鉄道株式会社、株式会

社大垣共立銀行および株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の持株会社である株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プの株式を保有しています。

　
当社においては従来より、社外取締役は、取締役会において議案の審議に必要な発言を適宜行い、また、社外監査役

は、取締役会ならびに監査役会において意思決定の妥当性、公正性を確保するための提言等を行っており、経営に対し

監督機能を果たしています。

　
監査役会では、内部統制に関し経営監査室や会計監査人から報告や指摘事項がある場合は、常勤監査役から社外監

査役に対し説明を行っています。また、内部統制上の問題が発生した場合は、社外取締役および社外監査役に対し、取

締役会で報告が行われます。

    

④ 役員の報酬等

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数
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当事業年度に係る取締役（社外取締役を除く。）の報酬等の総額は、10名に対し、337百万円（当該報酬等の総額

には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。）であります。報酬等の種類別の総額につきまし

ては、基本報酬が294百万円、賞与が43百万円であります。

  当事業年度に係る監査役（社外監査役を除く。）の報酬等の総額は、３名に対し、49百万円であります。報酬等の

種類別の総額につきましては、基本報酬が46百万円、賞与が３百万円であります。

  当事業年度に係る社外役員の報酬等の総額は、10名に対し、50百万円であります。報酬等の種類別の総額につき

ましては、基本報酬が43百万円、賞与が７百万円であります。

 

ロ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役および監査役の報酬額および賞与は、それぞれ株主総会の決議によって上限を定めたうえで、業務

執行取締役については、それぞれの金額の範囲内で会社の業績に連動させて支給額を決定しております。なお、取

締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものとしております。

　

ハ．役員賞与の算定方法

　　[業務執行取締役に対する利益連動給与]

当社は、平成25年６月27日開催の取締役会において、業務執行取締役に対する報酬を、毎月の定期同額給与に加

え、各事業年度を対象とする賞与として、次の算定方法による利益連動給与を支給することを決議いたしました。

なお、過半数の監査役より、次の算定方法は適正である旨の書面を受領しています。

　

①支給総額

当該事業年度の経常利益（個別）の金額に100分の２を乗じた金額とし、70百万円を超えない金額とする。

　但し、当該事業年度の当期純利益（個別）が純損失となった場合は支給しない。

　

②配分方法

各取締役への配分は役位別とし、①の支給総額に以下の役位別係数を乗じた上で、全業務執行取締役の係数を

合計した値で除した金額（１万円未満を切り捨て）とする。

 
　　　取締役会長　　　　  20

　　　取締役社長　　　　  20

　　　取締役副社長　　　  18

　　　専務取締役　　　　  16

　　　常務取締役　　　　  14

　　　取締役　　　　　　   4

　　　使用人兼務取締役　   1

　　

③支給対象

支給の対象は業務執行取締役とし、社外取締役、監査役は対象としない。
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⑤ 株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　

　　　　銘柄数　　　　　　　　　     78銘柄

　　　　　貸借対照表計上額の合計額  9,243百万円

　
ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有目的

　

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱東京放送ホールディングス 1,300,000 1,604 提携先関係の強化

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 3,479,150 918 取引関係の維持等

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,908,320 786 取引関係の維持等

㈱名古屋銀行 1,474,000 437 取引関係の維持等

東海旅客鉄道㈱ 500 341 取引関係の維持等

㈱電通 100,000 263 取引関係の維持等

㈱愛知銀行 47,800 239 取引関係の維持等

中部電力㈱ 134,100 200 取引関係の維持等

㈱御園座 1,000,000 163 取引関係の維持等

ＲＫＢ毎日放送㈱ 192,000 152 提携先関係の強化

全日本空輸㈱ 512,000 128 取引関係の維持等

㈱博報堂ＤＹホールディングス 18,000 93 取引関係の維持等

㈱大和証券グループ本社 282,000 92 取引関係の維持等

㈱中京銀行 420,000 89 取引関係の維持等

東海東京フィナンシャル・ホールディングス㈱ 248,000 76 取引関係の維持等

新日本製鐵㈱ 224,000 50 取引関係の維持等

Ｊ．フロント　リテイリング㈱ 110,000 50 取引関係の維持等

電気興業㈱ 100,000 41 取引関係の維持等

㈱ＷＯＷＯＷ 210 37 取引関係の維持等

㈱ＩＨＩ 120,000 25 取引関係の維持等

㈱みずほフィナンシャルグループ 168,720 22 取引関係の維持等

㈱サークルＫサンクス 9,600 17 取引関係の維持等

ダイコク電機㈱ 11,500 13 取引関係の維持等

第一生命保険㈱ 74 8 取引関係の維持等

㈱大垣共立銀行 20,000 5 取引関係の維持等
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みなし保有株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱東京放送ホールディングス 283,000 351
議決権の行使を
指図する権限

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 298,000 79
議決権の行使を
指図する権限

㈱名古屋銀行 200,000 60
議決権の行使を
指図する権限

東海東京フィナンシャル・ホールディングス㈱ 52,000 16
議決権の行使を
指図する権限

池上通信機㈱ 144,000 8
議決権の行使を
指図する権限

(注) １　貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

２　新日本製鐵㈱は、平成24年10月１日付で住友金属工業㈱と合併し、新日鐵住金㈱に商号変更しております。
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(当事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱東京放送ホールディングス 1,300,000 1,831 提携先関係の強化

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 3,479,150 1,541 取引関係の維持等

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,908,320 1,064 取引関係の維持等

㈱名古屋銀行 1,474,000 627 取引関係の維持等

東海旅客鉄道㈱ 50,000 496 取引関係の維持等

㈱電通 100,000 279 取引関係の維持等

㈱愛知銀行 47,800 263 取引関係の維持等

㈱大和証券グループ本社 282,000 184 取引関係の維持等

東海東京フィナンシャル・ホールディングス㈱ 248,000 169 取引関係の維持等

中部電力㈱ 134,100 154 取引関係の維持等

㈱御園座 1,000,000 140 取引関係の維持等

ＲＫＢ毎日放送㈱ 192,000 134 提携先関係の強化

㈱博報堂ＤＹホールディングス 18,000 129 取引関係の維持等

全日本空輸㈱ 512,000 98 取引関係の維持等

㈱中京銀行 420,000 84 取引関係の維持等

Ｊ．フロント　リテイリング㈱ 110,000 80 取引関係の維持等

新日鐵住金㈱ 224,000 52 取引関係の維持等

㈱ＷＯＷＯＷ 210 51 取引関係の維持等

電気興業㈱ 100,000 42 取引関係の維持等

㈱ＩＨＩ 120,000 34 取引関係の維持等

㈱みずほフィナンシャルグループ 168,720 33 取引関係の維持等

ダイコク電機㈱ 11,500 29 取引関係の維持等

第一生命保険㈱ 74 9 取引関係の維持等

㈱十六銀行 19,224 7 取引関係の維持等

㈱大垣共立銀行 20,000 6 取引関係の維持等

　

EDINET提出書類

中部日本放送株式会社(E04376)

有価証券報告書

 41/121



　

みなし保有株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱東京放送ホールディングス 283,000 398
議決権の行使を
指図する権限

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 298,000 132
議決権の行使を
指図する権限

㈱名古屋銀行 200,000 85
議決権の行使を
指図する権限

東海東京フィナンシャル・ホールディングス㈱ 52,000 35
議決権の行使を
指図する権限

池上通信機㈱ 144,000 10
議決権の行使を
指図する権限

(注) １　貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

２　全日本空輸㈱は、平成25年４月１日付で、ＡＮＡホールディングス㈱に商号変更しております。

　
ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

 
       保有目的が純投資目的である投資株式はありません。
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⑥ 会計監査の状況

当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査について、有限責任監査法人トーマツと契約しております。同

監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はなく、また同監査法

人は法令に基づき、業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっ

ております。

当期において、会計監査業務を執行した公認会計士は、水上圭祐、内山隆夫であり、また、会計監査業務に係る補助者

は、公認会計士５名、その他６名であります。

   

⑦ 剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、

取締役会の決議により定めることができる旨を定款に定めています。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とす

ることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

  

⑧ 自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得すること

ができる旨を定款に定めています。これは、経営環境に適応した機動的な資本政策を遂行することを目的とするもの

であります。

  

⑨ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めています。

  

⑩ 取締役および監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）および

監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除すること

ができる旨定款に定めております。これは、取締役および監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮

できるようにすることを目的とするものであります。

   

⑪ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めています。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもの

であります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 27 1 27 1

連結子会社 ― ― ― ―

計 27 1 27 1

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度及び当連結会計年度において、該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

  当社は、監査公認会計士等に対して、内部監査に関する助言業務ならびに国際財務報告基準の導入に

関する助言および指導業務を委託し、対価を支払っております。

 

当連結会計年度

  当社は、監査公認会計士等に対して、内部監査に関する助言業務を委託し、対価を支払っております。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)

に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年４月１日から平成25

年３月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)の財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

　

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構の行

う研修等に定期的に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※３
 13,345

※３
 12,758

受取手形及び売掛金 7,218 7,145

有価証券 1,875 2,157

たな卸資産 39 42

繰延税金資産 409 377

その他 850 1,421

貸倒引当金 △11 △7

流動資産合計 23,727 23,896

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 25,179 25,131

減価償却累計額 △14,833 △15,387

建物及び構築物（純額） 10,346 9,744

機械装置及び運搬具 22,529 21,815

減価償却累計額 △20,667 △20,001

機械装置及び運搬具（純額） 1,862 1,814

土地 ※１
 10,511

※１
 10,504

建設仮勘定 － 2

その他 1,458 1,470

減価償却累計額 △1,195 △1,207

その他（純額） 262 263

有形固定資産合計 22,982 22,329

無形固定資産 309 275

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 9,248

※２
 12,544

前払年金費用 2,482 2,610

繰延税金資産 230 255

その他 ※３
 1,112

※３
 1,053

貸倒引当金 △193 △148

投資その他の資産合計 12,879 16,314

固定資産合計 36,170 38,920

資産合計 59,898 62,816
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 166 182

未払費用 2,738 2,730

未払法人税等 373 415

役員賞与引当金 20 18

その他 1,383 1,855

流動負債合計 4,682 5,203

固定負債

繰延税金負債 1,226 1,957

退職給付引当金 712 750

役員退職慰労引当金 39 35

永年勤続表彰引当金 26 26

アナログテレビ送信所撤去引当金 76 38

資産除去債務 103 70

長期預り保証金 7,442 6,961

長期前受収益 440 382

その他 229 206

固定負債合計 10,297 10,428

負債合計 14,979 15,632

純資産の部

株主資本

資本金 1,320 1,320

資本剰余金 654 654

利益剰余金 41,754 42,758

自己株式 △0 △0

株主資本合計 43,728 44,732

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 431 1,692

その他の包括利益累計額合計 431 1,692

少数株主持分 759 759

純資産合計 44,918 47,184

負債純資産合計 59,898 62,816
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 32,782 32,448

売上原価 18,026 17,537

売上総利益 14,756 14,910

販売費及び一般管理費 ※１
 12,595

※１
 12,720

営業利益 2,161 2,190

営業外収益

受取利息 31 21

受取配当金 193 187

補助金収入 29 －

雑収入 74 99

営業外収益合計 329 308

営業外費用

支払利息 95 85

固定資産除却損 5 4

貸倒引当金繰入額 2 1

雑損失 2 2

営業外費用合計 106 94

経常利益 2,384 2,404

特別利益

投資有価証券売却益 0 8

会員権売却益 0 －

固定資産売却益 ※２
 27

※２
 52

特別利益合計 28 60

特別損失

投資有価証券売却損 23 －

投資有価証券評価損 0 175

会員権売却損 0 －

会員権評価損 － 0

固定資産除却損 ※３
 8

※３
 24

貸倒引当金繰入額 0 －

番組中止損失 － 27

アナログテレビ放送終了関連費用 84 －

事業構造再編費用 － 6

特別損失合計 118 233

税金等調整前当期純利益 2,294 2,231

法人税、住民税及び事業税 864 826

法人税等調整額 28 62

法人税等合計 893 889

少数株主損益調整前当期純利益 1,400 1,342

少数株主利益 17 8

当期純利益 1,382 1,334
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,400 1,342

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 200 1,260

その他の包括利益合計 ※１
 200

※１
 1,260

包括利益 1,600 2,603

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,582 2,595

少数株主に係る包括利益 17 8
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,320 1,320

当期末残高 1,320 1,320

資本剰余金

当期首残高 654 654

当期末残高 654 654

利益剰余金

当期首残高 40,701 41,754

当期変動額

剰余金の配当 △329 △329

当期純利益 1,382 1,334

当期変動額合計 1,052 1,004

当期末残高 41,754 42,758

自己株式

当期首残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

当期首残高 42,675 43,728

当期変動額

剰余金の配当 △329 △329

当期純利益 1,382 1,334

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,052 1,004

当期末残高 43,728 44,732

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 231 431

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

200 1,260

当期変動額合計 200 1,260

当期末残高 431 1,692

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 231 431

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

200 1,260

当期変動額合計 200 1,260

当期末残高 431 1,692
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

少数株主持分

当期首残高 753 759

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5 0

当期変動額合計 5 0

当期末残高 759 759

純資産合計

当期首残高 43,660 44,918

当期変動額

剰余金の配当 △329 △329

当期純利益 1,382 1,334

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 205 1,261

当期変動額合計 1,258 2,265

当期末残高 44,918 47,184
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,294 2,231

減価償却費 1,862 1,542

アナログテレビ放送終了関連費用 84 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △48

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △0 △1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 36 37

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 △3

永年勤続表彰引当金の増減額（△は減少） 0 △0

受取利息及び受取配当金 △224 △208

支払利息 95 85

固定資産除却損 13 29

固定資産売却損益（△は益） △27 △53

投資有価証券売却損益（△は益） 23 △8

投資有価証券評価損益（△は益） 0 175

会員権売却損益（△は益） △0 －

会員権評価損 － 0

売上債権の増減額（△は増加） △367 72

たな卸資産の増減額（△は増加） △3 △2

仕入債務の増減額（△は減少） △7 15

未払消費税等の増減額（△は減少） △73 47

その他の資産の増減額（△は増加） △547 24

その他の負債の増減額（△は減少） 154 △69

小計 3,319 3,867

利息及び配当金の受取額 212 215

利息の支払額 △35 △31

法人税等の支払額 △1,346 △806

法人税等の還付額 6 1

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,157 3,246
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,024 △3,724

定期預金の払戻による収入 2,524 6,224

有価証券の取得による支出 △499 △300

有価証券の償還による収入 890 1,420

有形及び無形固定資産の取得による支出 △806 △507

有形及び無形固定資産の売却による収入 31 67

投資有価証券の取得による支出 △256 △2,082

投資有価証券の売却による収入 135 51

投資有価証券の償還による収入 1 200

信託受益権の取得による支出 － △2,300

信託受益権の償還による収入 － 1,500

長期貸付けによる支出 △2 －

長期貸付金の回収による収入 1 1

その他の支出 △67 △61

その他の収入 90 40

投資活動によるキャッシュ・フロー △982 528

財務活動によるキャッシュ・フロー

預り保証金の預りによる収入 19 14

預り保証金の返還による支出 △582 △538

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △330 △329

少数株主への配当金の支払額 △12 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △905 △862

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 269 2,913

現金及び現金同等物の期首残高 11,101 11,371

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 11,371

※１
 14,284
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　７社

連結子会社名

㈱ＣＢＣクリエイション、㈱ＣＢＣラジオ、㈱シー・ウェーブ、㈱千代田会館、㈱南山カントリークラ

ブ、㈱ＣＢＣビップス、文化交通㈱

なお、㈱ＣＢＣラジオは、平成25年４月１日付で、当社のラジオ事業を吸収分割により承継しておりま

す。

(2) 非連結子会社

該当ありません。

　

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社または関連会社

該当ありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

関連会社(㈱エヌティーピー、春日井開発㈱、㈱中日新聞保険サービス)の当期純利益及び利益剰余金等

のうち持分に見合う額は、それぞれ当期純利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分法の適用を除外しております。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と同じであります。
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４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

当社及び連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)及び主な賃貸用資産については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、建物及び構築物10～50年、機械装置及び運搬具３～７年であります。

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

がそれぞれ27百万円増加しております。

②　無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

(５年)によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

当社及び連結子会社は、金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

②　役員賞与引当金

連結子会社は、役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額

を計上しております。 

③　退職給付引当金

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

なお、当連結会計年度末においては当社の退職給付引当金が借方残高となったため、「前払年金費

用」として固定資産の投資その他の資産に計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。

過去勤務債務は、15年の定額法によりその発生年度から費用処理することとしております。

④　役員退職慰労引当金

連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額の

100％を計上しております。

⑤　永年勤続表彰引当金

当社は、永年勤続者の表彰費用に備えるため、永年勤続表彰内規による連結会計年度末必要額を計上

しております。

⑥　アナログテレビ送信所撤去引当金

当社は、アナログテレビ放送終了により不要となったアナログテレビ送信所の撤去工事に備えるた

め、その撤去工事費用見込額を計上しております。

(4) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税等は発生連結会計年度の期間費用としておりま

す。
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(未適用の会計基準等)

・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

　

(1) 概要

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未

認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正さ

れたものであります。

(2) 適用予定日

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正につい

ては、平成27年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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(連結貸借対照表関係)

※１  以下の資産を含んでおります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

コース勘定 2,312百万円 2,312百万円

　

※２　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

投資有価証券(株式) 55百万円 55百万円

　

※３　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

現金及び預金 7百万円 7百万円

その他（長期預金） 0百万円 0百万円

計 8百万円 8百万円

当連結会計年度末日現在、当該担保権によって担保されている債務の残高はありません。

　

  ４　偶発債務

従業員の銀行からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

住宅資金等 68百万円 62百万円

　

EDINET提出書類

中部日本放送株式会社(E04376)

有価証券報告書

 58/121



　

(連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費の主要な費目

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

役員報酬 511百万円 513百万円

人件費 3,744百万円 3,771百万円

賞与引当金繰入額 39百万円 37百万円

役員賞与引当金繰入額 20百万円 18百万円

役員退職慰労引当金繰入額 6百万円 3百万円

退職給付費用 308百万円 498百万円

貸倒引当金繰入額 23百万円 △3百万円

代理店手数料 5,081百万円 5,112百万円

　

※２  固定資産売却益の内訳

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

機械装置及び運搬具 1百万円 ―百万円

土地 25百万円 52百万円

計 27百万円 52百万円

　

※３  固定資産除却損の内訳

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物及び構築物 ―百万円 7百万円

機械装置及び運搬具 8百万円 13百万円

その他(工具、器具及び備品) 0百万円 ―百万円

撤去費用 ―百万円 3百万円

計 8百万円 24百万円

　

(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金 　 　

  当期発生額 261百万円 1,770百万円

  組替調整額 18百万円 165百万円

  税効果調整前 279百万円 1,935百万円

  税効果額 79百万円 674百万円

  その他有価証券評価差額金 200百万円 1,260百万円

        その他の包括利益合計 200百万円 1,260百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)
　

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 26,400,000 ― ― 26,400,000
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 578 96 ― 674

（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　単元未満株式の買取りによる増加　　 96株
　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月23日
定時株主総会

普通株式 197 7.50平成23年３月31日 平成23年６月24日

平成23年11月９日
取締役会

普通株式 131 5.00平成23年９月30日 平成23年12月６日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 197 7.50平成24年３月31日 平成24年６月29日

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 26,400,000 ― ― 26,400,000
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 674 184 ― 858

（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　単元未満株式の買取りによる増加　　184株
　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 197 7.50平成24年３月31日 平成24年６月29日

平成24年11月８日
取締役会

普通株式 131 5.00平成24年９月30日 平成24年12月４日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 197 7.50平成25年３月31日 平成25年６月28日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金勘定 13,345百万円 12,758百万円

有価証券勘定 1,875百万円 2,157百万円

計 15,221百万円 14,916百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等

△2,630百万円 △131百万円

償還期間が３ヶ月を
超える有価証券

△1,218百万円 △500百万円

現金及び現金同等物 11,371百万円 14,284百万円

　

  ２　重要な非資金取引の内容

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

新たに計上した資産除去債務 13百万円 ―百万円
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(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っており、その内容は次のとおりです。

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

前連結会計年度(平成24年３月31日)

　
その他

(工具、器具及び備品)

取得価額相当額 13百万円

減価償却累計額相当額 12百万円

期末残高相当額 0百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　

当連結会計年度(平成25年３月31日)

該当事項はありません。

　

②　未経過リース料期末残高相当額

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

１年以内 0百万円 ―百万円

１年超 ―百万円 ―百万円

合計 0百万円 ―百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　

③　支払リース料及び減価償却費相当額

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 4百万円 0百万円

減価償却費相当額 4百万円 0百万円

　

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

１年以内 258百万円 261百万円

１年超 1,550百万円 1,314百万円

合計 1,809百万円 1,575百万円
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リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っており、その内容は次のとおりです。

(貸主側)

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

前連結会計年度(平成24年３月31日)

　 建物及び構築物 無形固定資産 合計

取得価額 4,814百万円 5百万円 4,820百万円

減価償却累計額 1,749百万円 4百万円 1,753百万円

期末残高 3,064百万円 1百万円 3,066百万円

　

当連結会計年度(平成25年３月31日)

　 建物及び構築物 無形固定資産 合計

取得価額 4,814百万円 5百万円 4,820百万円

減価償却累計額 1,858百万円 4百万円 1,863百万円

期末残高 2,955百万円 1百万円 2,956百万円

　

②　未経過リース料期末残高相当額

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

１年以内 257百万円 278百万円

１年超 2,402百万円 2,207百万円

合計 2,660百万円 2,485百万円

　

③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

受取リース料 385百万円 392百万円

減価償却費 109百万円 109百万円

受取利息相当額 139百万円 135百万円

　

④　利息相当額の算定方法

利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。

　

オペレーティング・リース取引

(貸主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

１年以内 560百万円 575百万円

１年超 3,732百万円 3,270百万円

合計 4,292百万円 3,845百万円
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(金融商品関係)

  １  金融商品の状況に関する事項

    (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資の運用については、元本を毀損する危険性を極力抑えながら収益の確

保を図ることを基本方針とし、具体的には短期的な預金等を中心に行っています。

    (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクについては

取引先ごとの期日管理および残高管理を定期的に行っています。 

  有価証券及び投資有価証券は、主に債券および業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の

変動リスクに晒されていますが、これらの管理は資金調達・運用規程および投融資規程に基づき、定期

的に時価等の把握を行っています。 

  営業債務である支払手形及び買掛金、未払費用はいずれも短期間に決済されるものです。 

  長期預り保証金の主な内容は、商業施設およびオフィスとして賃貸している不動産に対する保証金

および敷金と、運営するゴルフ場において会員から預託されている保証金です。

    (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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  ２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注)２参照）。

　
前連結会計年度(平成24年３月31日）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

　 （百万円） （百万円） （百万円）

(1)現金及び預金 13,345 13,345 ―

(2)受取手形及び売掛金 7,218 7,218 ―

(3)有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　①満期保有目的の債券 820 824 4

　　②その他有価証券 7,634 7,634 ―

資産計 29,018 29,023 4

(1)支払手形及び買掛金 166 166 ―

(2)未払費用 2,738 2,738 ―

(3)未払法人税等 373 373 ―

(4)長期預り保証金 4,284 4,364 80

負債計 7,563 7,643 80

※長期預り保証金には、流動負債の「その他」に計上されている「１年内返還予定の預り保証金」384百万円を含めて

おります。

　

当連結会計年度(平成25年３月31日）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

　 （百万円） （百万円） （百万円）

(1)現金及び預金 12,758 12,758 ―

(2)受取手形及び売掛金 7,145 7,145 ―

(3)有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　①満期保有目的の債券 808 808 △0

　　②その他有価証券 10,270 10,270 ―

資産計 30,984 30,983 △0

(1)支払手形及び買掛金 182 182 ―

(2)未払費用 2,730 2,730 ―

(3)未払法人税等 415 415 ―

(4)長期預り保証金 3,919 4,083 164

負債計 7,248 7,412 164

※長期預り保証金には、流動負債の「その他」に計上されている「１年内返還予定の預り保証金」384百万円を含めて

おります。

　

EDINET提出書類

中部日本放送株式会社(E04376)

有価証券報告書

 65/121



　
(注) １　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)現金及び預金並びに(2)受取手形及び売掛金

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)有価証券及び投資有価証券

  これらの時価について、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格、

投資信託は基準価額によっております。

  なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)未払費用並びに(3)未払法人税等

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4)長期預り保証金

  長期預り保証金の時価については、種類ごとに区分した保証金の見積将来キャッシュ・フローを、返済期日

までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値によっております。

　

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

非上場株式および匿名組合出資金 2,669 3,623

運営するゴルフ場の会員預り保証金等 3,541 3,426

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、「資産(3)有価証券及び投資有価証券」および「負債(4)長期預り保証金」には含め

ておりません。
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３　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成24年３月31日）

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

　 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

現金及び預金 13,326 ― ― ―

受取手形及び売掛金 7,218 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

  満期保有目的の債券（国債・地方債等） 320 100 ― ―

  満期保有目的の債券（社債） 300 ― 100 ―

　その他有価証券のうち満期のあるもの
　（国債・地方債等）

― 50 ― ―

  その他有価証券のうち満期のあるもの（社債） 700 50 ― ―

  その他有価証券のうち満期のあるもの（その他） ― 10 100 ―

合計 21,884 210 200 ―

 
当連結会計年度(平成25年３月31日）

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

　 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

現金及び預金 12,738 ― ― ―

受取手形及び売掛金 7,145 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

  満期保有目的の債券（国債・地方債等） ― 100 ― ―

  満期保有目的の債券（社債） ― 500 200 ―

　その他有価証券のうち満期のあるもの
　（国債・地方債等）

50　　 ― ― ―

  その他有価証券のうち満期のあるもの（社債） 450 200 ― ―

  その他有価証券のうち満期のあるもの（その他） ― 982 100 ―

合計 20,383 1,782 300 ―

　
４　有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成24年３月31日）

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

　 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

預り保証金 384 384 384 384 384 1,376

合計 384 384 384 384 384 1,376

 
当連結会計年度(平成25年３月31日）

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

　 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

預り保証金 384 384 384 384 384 992

合計 384 384 384 384 384 992
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(有価証券関係)

　１　満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成24年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

(時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの)

　 　 　

国債・地方債等 420 425 5

社債 100 100 0

その他 ― ― ―

小計 520 526 6

(時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの)

　 　 　

国債・地方債等 ― ― ―

社債 300 298 △1

その他 ― ― ―

小計 300 298 △1

合計 820 824 4
　

　
当連結会計年度(平成25年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

(時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの)

　 　 　

国債・地方債等 100 104 4

社債 200 200 0

その他 ― ― ―

小計 300 304 4

(時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの)

　 　 　

国債・地方債等 ― ― ―

社債 508 504 △4

その他 ― ― ―

小計 508 504 △4

合計 808 808 △0
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２　その他有価証券

前連結会計年度(平成24年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

　 　 　

(1) 株式 3,003 1,851 1,152

(2) 債券 　 　 　

国債・地方債等 50 50 0

社債 149 149 0

その他 ― ― ―

(3) その他 150 143 6

小計 3,352 2,193 1,159

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

　 　 　

(1) 株式 2,989 3,638 △649

(2) 債券 　 　 　

国債・地方債等 ― ― ―

社債 598 600 △2

その他 ― ― ―

(3) その他 693 695 △2

小計 4,281 4,934 △653

合計 7,634 7,128 505

　
当連結会計年度(平成25年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

　 　 　

(1) 株式 7,505 5,086 2,418

(2) 債券 　 　 　

国債・地方債等 ― ― ―

社債 550 545 4

その他 ― ― ―

(3) その他 92 69 23

小計 8,148 5,702 2,446

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

　 　 　

(1) 株式 207 224 △16

(2) 債券 　 　 　

国債・地方債等 50 50 △0

社債 100 100 △0

その他 ― ― ―

(3) その他 1,763 1,767 △3

小計 2,121 2,142 △20

合計 10,270 7,844 2,425
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３　売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

種類
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円） （百万円）

(1) 株式 71 0 3

(2) 債券 　 　 　

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 95 ― 20

合計 166 0 23

　
当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

種類
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円） （百万円）

(1) 株式 20 8 ―

(2) 債券 　 　 　

国債・地方債等 ―　 ― ―

社債 ― ― ―

その他 ―　 ― 　―

(3) その他 ― ― ―

合計 20 8 ―

　
４　減損を行った有価証券

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

有価証券（その他有価証券） 0百万円 175百万円

　
なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。

次へ
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(デリバティブ取引関係)

当社グループは、前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)及び当連結会計年度(自　

平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)のいずれにおいてもデリバティブ取引を利用しておりませんの

で、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。

また、提出会社においては退職給付信託を設定しております。

　
２　退職給付債務に関する事項
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

(百万円)

①　退職給付債務 △12,834 △12,826

②　年金資産 8,149 9,065

③　未積立退職給付債務(①＋②) △4,684 △3,760

④　未認識数理計算上の差異 6,576 5,712

⑤　未認識過去勤務債務(債務の減額) △122 △92

⑥　連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤) 1,769 1,859

⑦　前払年金費用 2,482 2,610

⑧　退職給付引当金(⑥－⑦) △712 △750

(注)  すべての連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　
３　退職給付費用に関する事項
　

　

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

(百万円)

①　勤務費用 (注) 320 394

②　利息費用 257 192

③　期待運用収益 △506 △372

④　数理計算上の差異の費用処理額 516 673

⑤　過去勤務債務の費用処理額 △30 △29

⑥　退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 557 857

(注)  簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①　勤務費用」に計上しております。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

②　割引率 1.6％ 同左

③　期待運用収益率 6.98％ 5.00％

④　過去勤務債務の額の処理年数 15年 同左

⑤　数理計算上の差異の処理年数 15年

(但し、翌連結会計年度から

費用処理することとしてお

ります。)

 

同左

　　　

　
(ストック・オプション等関係)

　前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)及び当連結会計年度（自　平成24年４月

１日　至　平成25年３月31日)において、該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　

　 　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成25年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　 　

役員退職慰労引当金 　 14百万円　 12百万円

減価償却超過額 　 55百万円　 56百万円

未払事業税 　 31百万円　 37百万円

未払賞与 　 327百万円　 324百万円

退職給付引当金 　 261百万円　 276百万円

繰延資産償却超過額 　 2百万円　 1百万円

貸倒引当金 　 72百万円　 55百万円

投資有価証券評価損 　 676百万円　 676百万円

その他 　 326百万円　 248百万円

繰延税金資産小計 　 1,768百万円　 1,689百万円

評価性引当額 　 △911百万円　 △868百万円

繰延税金資産合計 　 856百万円　 821百万円

繰延税金負債 　 　 　 　

固定資産圧縮積立金 　 △647百万円　 △633百万円

その他有価証券評価差額金 　 △68百万円　 △743百万円

前払年金費用 　 △711百万円　 △750百万円

未収還付事業税 　 ―百万円　 △1百万円

その他 　 △16百万円　 △15百万円

繰延税金負債合計 　 △1,443百万円　 △2,145百万円

繰延税金負債純額 　 △586百万円　 △1,323百万円
　

(注)　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

　 　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成25年３月31日)

流動資産―繰延税金資産 　 409百万円　 377百万円

固定資産―繰延税金資産 　 230百万円　 255百万円

流動負債―繰延税金負債 　 ―百万円　 ―百万円

固定負債―繰延税金負債 　 △1,226百万円　 △1,957百万円

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.6％　 37.7％

(調整) 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.8％　 4.9％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.2％　 △1.2％

評価性引当額の増減 △1.3％　 △2.1％

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正 △4.5％　 ―％

その他 0.5％　 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.9％　 39.8％

　
(企業結合等関係)

　該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

  資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

当社は、ハウジング事業における住宅展示場の不動産賃借契約に基づき、原状回復義務に関する資

産除去債務を計上しております。

　また当社は、電波法等に基づき、アナログテレビ送信所の空中線等について、撤去義務に関する資産

除去債務を計上しております。

　　

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

住宅展示場の不動産賃借契約に伴う原状回復義務は、使用見込期間を展示場ごとに取得から27年、

35年および10年と見積り、割引率は2.28％、2.30％および1.03％を使用して資産除去債務の金額を計

算しております。

　アナログテレビ送信所の空中線等の撤去義務は、使用見込期間を撤去義務の発生から10年と見積

り、割引率は1.40％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

　
ハ　当該資産除去債務の総額の増減

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

期首残高 96百万円 103百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 13百万円 ―百万円

時の経過による調整額 1百万円 1百万円

資産除去債務の履行による減少額 △7百万円 △35百万円

期末残高 103百万円 70百万円

　

EDINET提出書類

中部日本放送株式会社(E04376)

有価証券報告書

 74/121



　

(賃貸等不動産関係)

　

　当社及び一部の子会社では、愛知県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸商業

施設や賃貸オフィスビルを所有しております。なお、賃貸オフィスビルの一部については、当社及び一部

の子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。

　これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計

上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

(単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

賃貸等不動産

連結貸借対照表
計上額

期首残高 9,111 8,959

期中増減額 △151 △138

期末残高 8,959 8,821

期末時価 10,445 10,325

賃貸等不動産として
使用される
部分を含む不動産

連結貸借対照表
計上額

期首残高 1,192 1,080

期中増減額 △111 △99

期末残高 1,080 981

期末時価 5,160 3,800

(注) １　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２　賃貸等不動産の期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却費(271百万円）であります。

当連結会計年度の主な減少額は減価償却費(245百万円）であります。

３　期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物

件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定した金

額であります。

　
　また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、次のとおり

であります。

(単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

賃貸等不動産

賃貸収益 1,055 1,056

賃貸費用 292 277

差額 762 779

賃貸等不動産として
使用される
部分を含む不動産

賃貸収益 673 563

賃貸費用 519 459

差額 154 104

(注)  賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、経営管理として当社及び一部の子会社が使用している部
分も含むため、当該部分の賃貸収益は計上されておりません。なお、当該不動産に係る費用（減価償却費、修繕費、
保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

　当社グループは、ラジオおよびテレビの放送事業を中心に、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、事業内容を基礎とした事業の種類別セグメントから構成されており、「放

送関連」、「不動産賃貸」及び「ゴルフ場」の３つを報告セグメントとしております。また、「放送関

連」には当社と子会社３社を、「不動産賃貸」には当社と子会社１社を、「ゴルフ場」には子会社１社を

それぞれ集約しております。

　「放送関連」は、放送法によるラジオおよびテレビの放送を行い、放送時間の販売ならびに番組の制作

・販売を主な事業とし、これに付帯する事業を営んでおります。また、子会社が主として当社の放送する

番組の一部を制作しているほか、広告代理業を行っております。

　「不動産賃貸」は、不動産の賃貸・管理を行っております。また、「ゴルフ場」は、ゴルフ場の経営を

行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産及びその他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグ

メント間の内部収益および振替高は市場実勢価格に基づいております。　

 「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「放送関連」のセグメント利益が26百万円増加し

ております。また、「不動産賃貸」、「ゴルフ場」及び「その他」のセグメント利益に与える影響は軽微

であります。
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産及びその他の項目の金額に関する情報

  前連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

連結財務諸
表計上額
(注) ３放送関連

不動産
賃貸

ゴルフ場 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 29,9361,513 536 31,986 796 32,782 ― 32,782

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

120 186 4 312 627 940 △940 ―

計 30,0571,699 541 32,2981,42433,722△940 32,782

セグメント利益 1,157 890 11 2,058 104 2,162 △1 2,161

セグメント資産 21,78211,7063,99737,4861,58839,07420,82459,898

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 1,518 276 59 1,853 9 1,863 △1 1,862

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

785 5 16 807 4 812 ― 812

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、ＯＡ機器販売、旅客運

送業（タクシー）等を含んでおります。

２　調整額は、以下のとおりです。

(1)　セグメント利益の調整額△1百万円は、セグメント間取引消去額です。

(2)　セグメント資産の調整額20,824百万円には、主に各報告セグメントに配分していない全社資産21,470百

万円が含まれております。全社資産は、主に当社での余資運用資金(現預金及び有価証券)、長期投資資金

(投資有価証券)であります。

３　セグメント利益2,162百万円は、連結損益計算書の営業利益2,161百万円と調整を行っています。
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  当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

連結財務諸
表計上額
(注) ３放送関連

不動産
賃貸

ゴルフ場 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 29,7351,413 534 31,683 764 32,448 ― 32,448

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

77 181 4 263 636 899 △899 ―

計 29,8131,595 538 31,9471,40133,348△899 32,448

セグメント利益 1,215 862 18 2,095 93 2,189 1 2,190

セグメント資産 21,23311,5063,88336,6231,64738,27024,54662,816

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 1,237 249 46 1,533 9 1,543 △0 1,542

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

873 5 7 885 9 895 ― 895

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、ＯＡ機器販売、旅客運

送業（タクシー）等を含んでおります。

２　調整額は、以下のとおりです。

(1)　セグメント利益の調整額１百万円は、セグメント間取引消去額です。

(2)　セグメント資産の調整額24,546百万円には、主に各報告セグメントに配分していない全社資産25,179百

万円が含まれております。全社資産は、主に当社での余資運用資金(現預金、有価証券及び信託受益権)、

長期投資資金(投資有価証券)であります。

３　セグメント利益2,189百万円は、連結損益計算書の営業利益2,190百万円と調整を行っています。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 放送関連 不動産賃貸 ゴルフ場 その他 合計

外部顧客への売上高 29,936 1,513 536 796 32,782

　

２  地域ごとの情報

 (1) 売上高

 海外売上高がないため該当事項はありません。

 (2) 有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱電通 8,701放送関連

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 5,913放送関連

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 放送関連 不動産賃貸 ゴルフ場 その他 合計

外部顧客への売上高 29,735 1,413 534 764 32,448

　
２  地域ごとの情報

 (1) 売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

　

 (2) 有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱電通 8,533放送関連

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 6,371放送関連
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)及び当連結会計年度（自　平成24年

４月１日　至　平成25年３月31日)において、該当事項はありません。

　
(１株当たり情報)

　１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 1,672円76銭 1,758円57銭

　(算定上の基礎) 　 　

　　純資産の部の合計額（百万円） 44,918 47,184

　　普通株式に係る純資産額（百万円） 44,159 46,424

　　差額の内訳（百万円）

　　　少数株主持分
 

759
 

759

　　普通株式の発行済株式数（千株） 26,400 26,400

　　普通株式の自己株式数（千株） 0 0

　　１株当たり純資産額の算定に用いられた
　　普通株式の数（千株）

26,399 26,399

　

項目
前連結会計年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益 52円38銭 50円54銭

　(算定上の基礎) 　 　

　　当期純利益（百万円） 1,382 1,334

　　普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

　　普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,382 1,334

　　普通株式の期中平均株式数（千株） 26,399 26,399

(注)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く）

― ― ― ―

その他有利子負債
１年内返還予定の預り保証金

384 384 2.80（注１） ―

その他有利子負債
長期預り保証金

2,640 2,3092.80（注１）平成26年～平成32年

計 3,024 2,693 ― ―

(注) １「金融商品に関する会計基準」に従って算定した利率であります。

２ その他有利子負債　長期預り保証金の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

　 384 384 384 384

　

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されて

いるため、資産除去債務明細表の記載を省略しております。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 8,582 16,205 24,329 32,448

税金等調整前四半期
(当期)純利益

(百万円) 901 807 1,804 2,231

四半期(当期)純利益 (百万円) 553 487 1,080 1,334

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 20.98 18.46 40.94 50.54

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) 20.98 △2.53 22.48 9.60
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,299 10,657

売掛金 6,914 6,856

有価証券 1,154 2,057

貯蔵品 13 14

前払費用 600 499

繰延税金資産 323 298

未収入金 147 27

信託受益権 － 800

その他 50 54

貸倒引当金 △6 △3

流動資産合計 20,496 21,262

固定資産

有形固定資産

建物 17,732 17,713

減価償却累計額 △9,605 △9,990

建物（純額） 8,127 7,723

構築物 1,457 1,430

減価償却累計額 △824 △859

構築物（純額） 633 570

機械及び装置 21,654 20,923

減価償却累計額 △19,874 △19,195

機械及び装置（純額） 1,779 1,728

車両運搬具 234 240

減価償却累計額 △211 △211

車両運搬具（純額） 23 28

工具、器具及び備品 1,198 1,210

減価償却累計額 △993 △1,002

工具、器具及び備品（純額） 204 207

土地 7,479 7,471

建設仮勘定 － 2

有形固定資産合計 18,247 17,732

無形固定資産

ソフトウエア 247 165

ソフトウエア仮勘定 － 52

その他 48 46

無形固定資産合計 295 264
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 8,871 11,519

関係会社株式 869 869

破産更生債権等 64 10

前払年金費用 2,482 2,610

差入保証金 464 460

貸倒引当金 △165 △111

投資その他の資産合計 12,588 15,359

固定資産合計 31,131 33,355

資産合計 51,628 54,617

負債の部

流動負債

短期借入金 ※１
 740

※１
 780

未払金 100 131

未払費用 2,722 2,731

未払法人税等 270 366

未払事業所税 30 29

未払消費税等 35 90

前受金 248 286

預り金 140 133

1年内返還予定の預り保証金 384 384

前受収益 58 58

設備関係支払手形 135 486

流動負債合計 4,865 5,478

固定負債

繰延税金負債 1,225 1,950

永年勤続表彰引当金 26 26

アナログテレビ送信所撤去引当金 76 38

資産除去債務 103 70

長期預り保証金 3,631 3,300

長期前受収益 440 382

その他 223 202

固定負債合計 5,727 5,971

負債合計 10,592 11,449

EDINET提出書類

中部日本放送株式会社(E04376)

有価証券報告書

 84/121



(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,320 1,320

資本剰余金

資本準備金 654 654

資本剰余金合計 654 654

利益剰余金

利益準備金 330 330

その他利益剰余金

退職給与積立金 50 50

固定資産圧縮積立金 1,170 1,151

別途積立金 34,500 35,500

繰越利益剰余金 2,623 2,537

利益剰余金合計 38,674 39,568

自己株式 △0 △0

株主資本合計 40,648 41,542

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 387 1,626

評価・換算差額等合計 387 1,626

純資産合計 41,035 43,168

負債純資産合計 51,628 54,617
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高

ラジオ収入 2,393 2,403

テレビ収入 25,736 25,614

賃貸収入 1,112 1,118

売上高合計 29,242 29,136

売上原価 ※２
 15,011

※２
 14,561

売上総利益 14,230 14,574

販売費及び一般管理費

販売費 ※２
 8,684

※２
 8,879

一般管理費 ※２
 3,644

※２
 3,724

販売費及び一般管理費合計 12,329 12,603

営業利益 1,901 1,971

営業外収益

受取利息 17 11

受取配当金 ※１
 241

※１
 220

補助金収入 29 －

雑収入 60 84

営業外収益合計 348 317

営業外費用

支払利息 95 87

固定資産除却損 5 4

貸倒引当金繰入額 2 0

雑損失 2 2

営業外費用合計 105 94

経常利益 2,144 2,193

特別利益

投資有価証券売却益 0 8

会員権売却益 0 －

固定資産売却益 ※３
 27

※３
 52

特別利益合計 27 60
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

特別損失

投資有価証券売却損 23 －

投資有価証券評価損 0 175

会員権売却損 0 －

会員権評価損 － 0

固定資産除却損 ※４
 11

※４
 24

貸倒引当金繰入額 0 －

番組中止損失 － 27

アナログテレビ放送終了関連費用 84 －

事業構造再編費用 － 6

特別損失合計 120 233

税引前当期純利益 2,051 2,020

法人税、住民税及び事業税 687 708

法人税等調整額 32 88

法人税等合計 720 796

当期純利益 1,331 1,224
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,320 1,320

当期末残高 1,320 1,320

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 654 654

当期末残高 654 654

資本剰余金合計

当期首残高 654 654

当期末残高 654 654

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 330 330

当期末残高 330 330

その他利益剰余金

退職給与積立金

当期首残高 50 50

当期末残高 50 50

固定資産圧縮積立金

当期首残高 1,113 1,170

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 57 25

固定資産圧縮積立金の取崩 － △45

当期変動額合計 57 △19

当期末残高 1,170 1,151

別途積立金

当期首残高 34,500 34,500

当期変動額

別途積立金の積立 － 1,000

当期変動額合計 － 1,000

当期末残高 34,500 35,500

繰越利益剰余金

当期首残高 1,679 2,623

当期変動額

剰余金の配当 △329 △329

当期純利益 1,331 1,224

固定資産圧縮積立金の積立 △57 △25

固定資産圧縮積立金の取崩 － 45

別途積立金の積立 － △1,000

当期変動額合計 944 △86

当期末残高 2,623 2,537
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 37,673 38,674

当期変動額

剰余金の配当 △329 △329

当期純利益 1,331 1,224

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

当期変動額合計 1,001 894

当期末残高 38,674 39,568

自己株式

当期首残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

当期首残高 39,646 40,648

当期変動額

剰余金の配当 △329 △329

当期純利益 1,331 1,224

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,001 894

当期末残高 40,648 41,542

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 180 387

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

206 1,238

当期変動額合計 206 1,238

当期末残高 387 1,626

評価・換算差額等合計

当期首残高 180 387

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

206 1,238

当期変動額合計 206 1,238

当期末残高 387 1,626
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

純資産合計

当期首残高 39,827 41,035

当期変動額

剰余金の配当 △329 △329

当期純利益 1,331 1,224

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 206 1,238

当期変動額合計 1,208 2,132

当期末残高 41,035 43,168
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１  有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)を採用しております。

(2) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(3) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

　
２  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)及び

主な賃貸用資産については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、建物41～50年、構築物10～50年、機械及び装置６年、工具、器具及び備品６～15年

であります。

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ26

百万円増加しております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５

年)によっております。
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３  引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、当事業年度末においては退職給付引当金が借方残高となったため、「前払年金費用」として固定

資産の投資その他の資産に計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

過去勤務債務は、15年の定額法によりその発生年度から費用処理することとしております。

(3) 永年勤続表彰引当金

永年勤続者の表彰費用に備えるため、永年勤続表彰内規による期末必要額を計上しております。

(4) アナログテレビ送信所撤去引当金

アナログテレビ放送終了により不要となったアナログテレビ送信所の撤去工事に備えるため、その撤

去工事費用見込額を計上しております。

　
４  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。
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(貸借対照表関係)

※１  関係会社に係る注記

関係会社からのものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

短期借入金 740百万円 780百万円

　
  ２  偶発債務

従業員の銀行からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

住宅資金等 68百万円 62百万円
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(損益計算書関係)

※１  関係会社に係る注記

関係会社からのものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

受取配当金 51百万円 38百万円

　 

※２  売上原価、販売費及び一般管理費の主要な費目と金額

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

(売上原価) 　 　

人件費 2,044百万円 1,991百万円

退職給付費用 189百万円 298百万円

原作出演料 638百万円 719百万円

業務委託費 4,676百万円 4,516百万円

人材派遣費 750百万円 694百万円

番組購入費 727百万円 736百万円

ネットワーク費 792百万円 812百万円

減価償却費 1,393百万円 1,170百万円

諸経費 3,800百万円 3,621百万円

(販売費) 　 　

人件費 1,810百万円 1,802百万円

退職給付費用 165百万円 265百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円 △3百万円

代理店手数料 5,177百万円 5,186百万円

減価償却費 126百万円 91百万円

諸経費 1,401百万円 1,536百万円

(一般管理費) 　 　

役員報酬 372百万円 383百万円

人件費 1,374百万円 1,439百万円

退職給付費用 117百万円 205百万円

業務委託費 572百万円 562百万円

修繕費 170百万円 172百万円

租税公課 212百万円 205百万円

減価償却費 141百万円 110百万円

諸経費 684百万円 645百万円
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※３  固定資産売却益の内訳

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

機械及び装置 1百万円 ―百万円

土地 25百万円 52百万円

計 27百万円 52百万円

　
※４  固定資産除却損の内訳

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物 ―百万円 2百万円

構築物 ―百万円 5百万円

機械及び装置 8百万円 13百万円

工具、器具及び備品 0百万円 ―百万円

撤去費用 2百万円 3百万円

計 11百万円 24百万円

　
(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 578 96 ― 674

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加    96株

　

当事業年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 674 184 ― 858

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加   184株
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(リース取引関係)

オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１年以内 167百万円 169百万円

１年超 1,056百万円 912百万円

合計 1,223百万円 1,081百万円

　

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っており、その内容は次のとおりです。

(貸主側)

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

前事業年度(平成24年３月31日)

　 建物
その他

(施設利用権)
合計

取得価額 4,814百万円 5百万円 4,820百万円

減価償却累計額 1,749百万円 4百万円 1,753百万円

期末残高 3,064百万円 1百万円 3,066百万円

　

当事業年度(平成25年３月31日)

　 建物
その他

(施設利用権)
合計

取得価額 4,814百万円 5百万円 4,820百万円

減価償却累計額 1,858百万円 4百万円 1,863百万円

期末残高 2,955百万円 1百万円 2,956百万円

　

②　未経過リース料期末残高相当額

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

１年以内 257百万円 278百万円

１年超 2,402百万円 2,207百万円

合計 2,660百万円 2,485百万円

　

③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

受取リース料 385百万円 392百万円

減価償却費 109百万円 109百万円

受取利息相当額 139百万円 135百万円

　

④　利息相当額の算定方法

利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。
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オペレーティング・リース取引

(貸主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

１年以内 451百万円 466百万円

１年超 3,144百万円 2,791百万円

合計 3,595百万円 3,257百万円

　

　
(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

（注）　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

子会社株式 814 814

関連会社株式 55 55

計 869 869
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 

　 　
前事業年度

(平成24年３月31日)
　

当事業年度
(平成25年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　 　

減価償却超過額 　 50百万円　 51百万円

未払事業税 　 23百万円　 32百万円

未払賞与 　 254百万円　 256百万円

繰延資産償却超過額 　 2百万円　 1百万円

貸倒引当金 　 60百万円　 40百万円

投資有価証券評価損 　 676百万円　 676百万円

関係会社株式評価損 　 95百万円　 95百万円

その他 　 311百万円　 235百万円

繰延税金資産小計 　 1,475百万円　 1,390百万円

評価性引当額 　 △959百万円　 △937百万円

繰延税金資産合計 　 515百万円　 452百万円

繰延税金負債 　 　 　 　

固定資産圧縮積立金 　 △647百万円　 △633百万円

その他有価証券評価差額金 　 △42百万円　 △704百万円

前払年金費用 　 △711百万円　 △750百万円

その他 　 △16百万円　 △15百万円

繰延税金負債合計 　 △1,418百万円　 △2,105百万円

繰延税金負債純額 　 △902百万円　 △1,652百万円

 
２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の

内訳
 

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
　

当事業年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.6％　 37.7％

（調整） 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.7％　 4.7％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.3％　 △2.0％

評価性引当額の増減 △1.2％ 　 △1.2％

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正 △7.0％ 　 ―％

その他 0.3％ 　 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.1％　 39.4％

　
(企業結合等関係)

  該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

  資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

当社は、ハウジング事業における住宅展示場の不動産賃借契約に基づき、原状回復義務に関する資

産除去債務を計上しております。

　また当社は、電波法等に基づき、アナログテレビ送信所の空中線等について、撤去義務に関する資産

除去債務を計上しております。

　　

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

住宅展示場の不動産賃借契約に伴う原状回復義務は、使用見込期間を展示場ごとに取得から27年、

35年および10年と見積り、割引率は2.28％、2.30％および1.03％を使用して資産除去債務の金額を計

算しております。

　アナログテレビ送信所の空中線等の撤去義務は、使用見込期間を撤去義務の発生から10年と見積

り、割引率は1.40％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

　
ハ　当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

期首残高 96百万円 103百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 13百万円 ―百万円

時の経過による調整額 1百万円 1百万円

資産除去債務の履行による減少額 △7百万円 △35百万円

期末残高 103百万円 70百万円
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(１株当たり情報)

  １株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益及び算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 

項目
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 1,554円42銭 1,635円22銭

　(算定上の基礎) 　 　

　　貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 41,035 43,168

　　普通株式に係る純資産額（百万円） 41,035 43,168

　　普通株式の発行済株式数（千株） 26,400 26,400

　　普通株式の自己株式数（千株） 0 0

　　１株当たり純資産額の算定に用いられた
　　普通株式の数（千株）

26,399 26,399

　

項目
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益 50円44銭 46円37銭

　(算定上の基礎) 　 　

　　当期純利益（百万円） 1,331 1,224

　　普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

　　普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,331 1,224

　　普通株式の期中平均株式数（千株） 26,399 26,399

(注)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

(簡易吸収分割によるラジオ事業再編)

当社は、平成25年１月17日付で締結した吸収分割契約に基づき、平成25年４月１日付で、当社のラジオ事

業を当社の完全子会社である株式会社ＣＢＣラジオ（以下「ＣＢＣラジオ」といいます。）に吸収分割

（以下「本吸収分割」といいます。）により承継させました。

　

１．本吸収分割の目的

当社は、これまで「地域の情報インフラ」として信頼性の高い放送事業を行い、地域に貢献してまいり

ました。これからも、より地域に根ざした放送活動を行うためには、ラジオメディアとしての更なる価値

向上とＣＢＣグループ全体の収益力強化が必要不可欠と考えています。そのために当社は、ＣＢＣラジオ

が新たな発想を取り入れ、独自の権限と責任においてラジオ事業を運営していくことが最適と判断し、ラ

ジオ事業を独立した会社とした上で、迅速な意思決定を図れる組織とすることを目的として、平成25年４

月１日をもって、当社のラジオ事業をＣＢＣラジオへ承継させました。また、当社が保有していたラジオ

の放送免許に係る免許人の地位についても、ＣＢＣラジオに承継させております。

　

２．本吸収分割の方式

当社を分割会社とし、当社の完全子会社であるＣＢＣラジオを承継会社とする吸収分割（分社型分

割）です。

　

３．分割する事業部門の概要

(1) 分割する事業部門の内容

ラジオ事業

　
(2) 分割する事業部門の経営成績（平成25年３月期）

  

 ラジオ事業（a） 平成25年３月期実績（b） 比率（a/b）

売上高 2,403百万円 32,448百万円（連結） 7.4％

　
(3) 分割する資産、負債の項目及び金額（平成25年３月31日現在）

  

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 304百万円流動負債 19百万円

固定資産 ― 固定負債 1百万円

合計 304百万円合計 20百万円
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(認定放送持株会社体制への移行並びに吸収分割契約の締結及び子会社（分割準備会社）の設立)

当社は、平成25年５月10日開催の取締役会において、平成26年４月１日(予定)を効力発生日として、当社

のグループ経営管理事業及び不動産賃貸事業を除く一切の事業（以下「本件事業」といいます。）に関す

る権利義務の一部を当社の完全子会社であるＣＢＣテレビ分割準備株式会社（以下「本分割準備会社」と

いいます。）に吸収分割（以下「本吸収分割」といいます。）により承継させる吸収分割契約（以下「本吸

収分割契約」といいます。）を締結すること、及び分割準備会社として当社の完全子会社であるＣＢＣテレ

ビ分割準備株式会社を設立すること、並びに所定の許認可が得られることを条件として認定放送持株会社

に移行することを決議し、同日付で本吸収分割契約を締結いたしました。また、平成25年６月27日開催の定

時株主総会において、本吸収分割契約は承認されました。

　

１．本持株会社化の背景と目的

　放送事業を中核とする当社グループは、地域の情報インフラとして信頼性の高い放送を通じ、民主主義

の理想の実現と国民経済の発展に寄与してきました。

　しかし、ライフスタイルの多様化、またインターネット社会の発達によりテレビは絶対的強者から相対

的強者となり、ラジオは広告媒体としての価値を過小評価されています。

　こうした状況の中で、環境の変化に対応しながら厳しい競争に打ち勝ち、将来にわたって地域の情報イ

ンフラとしての機能を維持強化していくためには、「信頼」のメディアとして放送の媒体価値を再構築

するだけでなく、ＣＢＣグループ全体が企業としての競争力を高め、業容を拡大していくことが必要で

す。

　当社は、企業としての安定性と将来の発展を確保するために、現状のグループ体制を分析し、今後の変化

に的確に対応できる効果的で効率的な体制のあり様を検討してきました。

　その結果、ＣＢＣグループ全体の業容最適化と収益力強化を図るため、グループ各社の「自立と協調」

を実現する経営組織の整備が必要との判断に至りました。

　その手段として、まず平成25年４月１日をもって当社のラジオ事業を株式会社ＣＢＣラジオへ承継させ

ました。効率的な組織運営、独自の権限と責任で迅速な意思決定を図ることができる組織とすることで、

ラジオ事業の健全化とメディアとしての更なる価値向上を企図しています。

　さらに、グループの企業力をより強固にすべく、グループ各社の役割分担や責任・権限の範囲を明確に

し、「自立性」を強化する経営形態への転換をすすめます。「自立して個で強く、協調したらなお強い」

企業集団に向けて進化を遂げたいと考えます。

　そのための究極の組織が、象徴となる会社を中心としてラジオ、テレビを含めた各グループ企業が同一

円周上に並ぶ組織体です。（図３参照）　これが地方のラジオ・テレビ兼営局の新しいあり方であり、現

在のカタチは過渡期と言えます。（図２参照）

　なお、放送事業者に持株会社制度の利用を認めた認定放送持株会社体制は、当社の考える経営組織と同

じ仕組みであるため、この制度を使って新しいグループ体制を構築し、企業価値の最大化を目指していき

たいと考えています。

 

　認定放送持株会社体制への移行にあたっては、放送法第159条第１項に基づく総務大臣の認定を条件と

し、会社法第757条に基づき、当社を分割会社とし、本件事業に関する権利義務を本分割準備会社に承継さ

せる吸収分割を行います。

　なお、本分割準備会社は、平成26年４月１日（予定）に本吸収分割の効力が生ずることを条件として、そ

の商号を「株式会社ＣＢＣテレビ」に変更する予定です。また、当社の商号は、認定放送持株会社移行後

も「中部日本放送株式会社」のままであり、変更はありません。
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２．本吸収分割及び本分割準備会社設立の日程

本分割準備会社設立

      及び本吸収分割契約締結承認取締役会（当社）　          平成25年５月10日(金)

本分割準備会社設立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年５月10日(金)

本吸収分割契約締結（当社及び本分割準備会社） 　　　　　　 平成25年５月10日(金)

本吸収分割契約承認株主総会（当社及び本分割準備会社）      平成25年６月27日(木)

本吸収分割の効力発生日                                    平成26年４月１日(火)(予定)

商号変更日（本分割準備会社）                              平成26年４月１日(火)(予定)

  
(注)  当社の無線局免許に係る免許人の地位については、本分割準備会社に承継することを予定しています。従って、本

吸収分割は、(ⅰ)当社が認定放送持株会社となるために必要な関係官庁からの許認可等（認定放送持株会社に関

する放送法第159条第１項に基づく総務大臣の認定を含みます。）、(ⅱ)本分割準備会社が特定地上基幹放送局と

なるために必要な関係官庁からの許認可等（当社の有する特定地上基幹放送局その他の無線局の免許の承継に

係る電波法第20条第２項に基づく総務大臣の許可を含みます。）又は(ⅲ)本吸収分割に必要な関係官庁からの許

認可等が得られない場合には、その効力を失います。

　
３．本分割準備会社の設立

本持株会社化に際しては、本吸収分割の効力発生日から円滑に事業を開始するため、本吸収分割に先立

ち、当社が100％出資する本分割準備会社を設立した上で当社を分割会社とし、当社の完全子会社である

本分割準備会社に本件事業を承継させる吸収分割を行う予定です。

　なお、本分割準備会社の概要については、後記「５．分割当事会社の概要」をご参照ください。

　
４．本吸収分割の方式

当社を分割会社とし、当社の完全子会社である本分割準備会社を承継会社とする吸収分割です。
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５．分割当事会社の概要

  

　
分割会社

（平成25年３月31日現在）
承継会社

（平成25年５月10日現在）

(1)商号 中部日本放送株式会社 ＣＢＣテレビ分割準備株式会社

(2)事業内容
ラジオ・テレビの放送、番組制作販売、音楽
・スポーツ等のイベント、不動産賃貸等

テレビの放送、番組制作販売、音楽・ス
ポーツ等のイベント等

(3)設立年月日 昭和25年12月15日 平成25年５月10日

(4)本店所在地 名古屋市中区新栄一丁目２番８号 名古屋市中区新栄一丁目２番８号

(5)代表者の役職・氏名 代表取締役社長　大石　幼一 代表取締役社長　大石　幼一

(6)資本金 1,320百万円 10百万円

(7)発行済株式数 26,400,000株 100株

(8)決算期 ３月31日 ３月31日

(9)大株主及び持株比率

株式会社中日新聞社　　　　 　　9.85％

竹田本社株式会社　　　　　 　　6.43％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　　4.92％

三井住友信託銀行株式会社   　　4.42％

JP MORGAN CHASE BANK 385093 　 4.40％

株式会社ナゴヤドーム       　　3.93％

中部電力株式会社           　　3.34％

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 　　3.17％

株式会社名古屋銀行         　　3.12％

名古屋鉄道株式会社         　　3.11％

中部日本放送株式会社　　　 　　100％

(10)直前事業年度（平成25年３月期）の経営成績及び財政状態

売上高 32,448百万円（連結） ―

営業利益 2,190百万円（連結） ―

経常利益 2,404百万円（連結） ―

当期純利益 1,334百万円（連結） ―

１株当たり当期純利益 50.54円（連結） ―

純資産 47,184百万円（連結） 10百万円（個別）

総資産 62,816百万円（連結） 10百万円（個別）

１株当たり純資産 1,758.57円（連結） 100,000円（個別）

(注) １　承継会社は、平成26年４月１日（予定）に本吸収分割の効力が生ずることを条件として、その商号を「株式会

社ＣＢＣテレビ」に変更する予定です。

２　承継会社は、平成25年５月10日に設立されており、直前事業年度が存在しないため、（10）直前事業年度の経営

成績及び財政状態については、その設立日における純資産、総資産及び１株当たり純資産のみを記載しており

ます。

３　分割会社は、平成25年４月１日付で、そのラジオ事業を吸収分割により、分割会社の完全子会社である株式会社

ＣＢＣラジオへ承継させております。

EDINET提出書類

中部日本放送株式会社(E04376)

有価証券報告書

104/121



　

６．分割する事業部門の概要

(1) 分割する事業部門の内容

当社のグループ経営管理事業及び不動産賃貸事業を除く一切の事業

　
(2) 分割する事業部門の経営成績（平成25年３月期）

  

 本件事業部門（a） 平成25年３月期実績（b） 比率（a/b）

売上高 25,614百万円 32,448百万円（連結） 78.9％

　
(3) 分割する資産、負債の項目及び金額（平成25年３月31日現在）

  

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 16,668百万円流動負債 3,509百万円

固定資産 5,151百万円固定負債 781百万円

合計 21,819百万円合計 4,290百万円

(注)　当社の分割する資産及び負債については、上記金額に本吸収分割効力発生日の前日までの増減を加除して確定い

たします。

　

７．本吸収分割後の分割会社及び承継会社の状況（平成26年４月１日（予定））

　 分割会社 承継会社

(1)商号 中部日本放送株式会社

株式会社ＣＢＣテレビ

（平成26年４月１日付で「ＣＢＣテ
レビ分割準備株式会社」より商号変
更予定）

(2)事業内容
グループ会社の経営管理、不動産賃貸
等

テレビの放送、番組制作販売、音楽・
スポーツ等のイベント等

(3)本店所在地 名古屋市中区新栄一丁目２番８号 名古屋市中区新栄一丁目２番８号

(4)代表者の役職・氏名 未定 未定

(5)資本金 1,320百万円 100百万円

(6)決算期 ３月31日 ３月31日
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】
　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資
有価証券

その他
有価証券

㈱東京放送ホールディングス 1,300,000 1,831

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 3,479,150 1,541

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,908,320 1,064

㈱名古屋銀行 1,474,000 627

㈱ナゴヤドーム 1,080,000 540

東海旅客鉄道㈱ 50,000 496

㈱電通 100,000 279

㈱愛知銀行 47,800 263

㈱毎日放送 111,000 222

㈱ＢＳ－ＴＢＳ 34,000 195

㈱大和証券グループ本社 282,000 184

東海東京フィナンシャル・ホールディングス㈱ 248,000 169

中部電力㈱ 134,100 154

㈱名古屋ゴルフ倶楽部 18,000 143

㈱御園座 1,000,000 140

ＲＫＢ毎日放送㈱ 192,000 134

㈱博報堂ＤＹホールディングス 18,000 129

㈱朝鮮放送 273,180 114

全日本空輸㈱ 512,000 98

㈱中京銀行 420,000 84

Ｊ．フロント　リテイリング㈱ 110,000 80

北海道放送㈱ 60 75

㈱チューリップテレビ 1,200 60

新日鐵住金㈱ 224,000 52

㈱コミュニティネットワークセンター 451,000 52

㈱ＷＯＷＯＷ 210 51

電気興業㈱ 100,000 42

長島観光開発㈱ 80,000 40

㈱ＩＨＩ 120,000 34

㈱コミュニティネットワークセンター
　キャッチ種類株式

1,350 33

㈱みずほフィナンシャルグループ 168,720 33

栄公園振興㈱ 600 30
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銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資
有価証券

その他
有価証券

ダイコク電機㈱ 11,500 29

㈱ＺＩＰ－ＦＭ 480 24

㈱箱根カントリー倶楽部 5 19

㈱コミュニティネットワークセンター
　ひまわり種類株式

660 16

中部国際空港㈱ 304 15

㈱東通 300 15

㈱ナゴヤキャッスル 30,000 15

三重エフエム放送㈱ 294 14

その他　  38銘柄 137,967 92

小計 14,120,200 9,243

計 14,120,200 9,243

　 (注)　全日本空輸㈱は、平成25年４月１日付で、ＡＮＡホールディングス㈱に商号変更しております。
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【債券】
　

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券

その他
有価証券

第１回野村総研転換社債　 150 150

第11回ＪＦＥホールディングス社債 100 100

日本電産　ユーロ円建社債 100 100

ＳＣＳＫ　転換社債 100 99

第303回利付国庫債券（２年） 50 50

小計 500 500

有価証券計 500 500

投資 
有価証券

その他 
有価証券

第11回ルノー円貨債 100 101

スクウェア・エニックスＨＤ　ユーロ円建社債 100 98

小計 200 200

投資有価証券計 200 200

計 700 700
　

　

【その他】
　

種類及び銘柄 投資口数等（口)
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券

その他
有価証券

投資信託
受益証券

フリーファイナンシャルファンド 556,023,495 556

キャッシュリクイディティファンド 500,190,631 500

日本国債ファンド 500,075,695 500

小計 1,556,289,821 1,556

有価証券計 1,556,289,821 1,556

投資
有価証券

その他
有価証券

投資信託
受益証券

野村グローバル債券為替１１０９ 100,000,000 96

ファンド・オブ・オールスター・
ファンズ

31,800,498 25

ピクテ・グローバル・インカム
株式ファンド

41,354,878 20

日興クオンツ・アクティブ・ジャパン 20,322,434 16

その他　５銘柄 56,020,461 39

小計 249,498,271 199

匿名組合
出資金

合同会社　デルベント 972,000,000 972

合同会社　ＮＵ－７ 905,684,328 905

小計 1,877,684,328 1,877

投資有価証券計 2,127,182,599 2,076

計 3,683,472,420 3,632
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 17,732 14 33 17,713 9,990 410 7,723

　構築物 1,457 2 29 1,430 859 59 570

　機械及び装置 21,654 701 1,431 20,92319,195 736 1,728

　車両運搬具 234 20 14 240 211 14 28

　工具、器具及び備品 1,198 55 43 1,210 1,002 52 207

　土地 7,479 0 7 7,471 ― ― 7,471

　建設仮勘定 ― 6 3 2 ― ― 2

有形固定資産計 49,756 800 1,564 48,99231,260 1,273 17,732

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 2,122 15 6 2,131 1,966 97 165

　ソフトウエア仮勘定 ― 52 ― 52 ― ― 52

　その他 97 0 1 96 49 2 46

無形固定資産計 2,220 67 7 2,280 2,016 99 264

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)１　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　機械及び装置　　　テレビ番組制作スタジオ機器　　　　　379百万円
　

　　２　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

　機械及び装置　　　テレビ番組制作スタジオ機器　　　　　503百万円

　　　　　　　　　　アナログテレビ放送関連機器　　　　　174百万円
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【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 171 4 54 6 114

永年勤続表彰引当金 26 4 4 ― 26

アナログテレビ送信所
撤去引当金

76 ― 38 ― 38

(注)  貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の金額の内容は次のとおりであります。

　一般債権に係る貸倒引当金の洗替額　　　　　　　　　　    6百万円

　個別引当債権の回収差額　　　　　　　　　　　　　　　　　0百万円

　

EDINET提出書類

中部日本放送株式会社(E04376)

有価証券報告書

110/121



(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金
　

区分 金額(百万円)

現金 8

預金 　

当座預金 50

普通預金 10,598

小計 10,648

合計 10,657

　
②　売掛金

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

㈱電通 2,577

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 2,008

㈱ＴＢＳテレビ 625

㈱アサツーディ・ケイ 474

㈱三晃社 138

その他 1,032

合計 6,856

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

当期首残高
(百万円)
　
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
　
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
　
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

6,914 30,592 30,650 6,856 81.7 82

(注)　当期発生高には、消費税等が含まれています。

　

③　貯蔵品

　　

区分 金額(百万円)

放送記念品 2

その他 12

合計 14
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④　前払年金費用

　　

区分 金額(百万円)

未積立退職給付債務 △3,010

未認識数理計算上の差異 5,712

未認識過去勤務債務 △92

合計 2,610

　
⑤　未払費用

　

相手先 金額(百万円)

㈱電通 370

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 201

㈱ＴＢＳテレビ 161

㈱ＣＢＣラジオ 103

㈱毎日放送 84

その他 1,810

合計 2,731

　
⑥　設備関係支払手形

　相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

丸茂電機㈱ 192

ソニービジネスソリューション㈱ 105

スチューダー・ジャパン－ブロードキャスト㈱ 99

日本無線㈱ 42

信誠商事㈱ 21

その他 24

合計 486

　
期日別内訳

　

期日 平成25年３月 ４月 ５月 ６月 合計

金額(百万円) 50 3 34 397 486
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⑦　繰延税金負債

　　　　税効果会計関係の注記事項をご参照下さい。

　
⑧　長期預り保証金

　

相手先 金額(百万円)

ユニー㈱ 3,269

その他 31

合計 3,300
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日　３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 （特別口座）

　　 名古屋市中区栄三丁目15番33号        三井住友信託銀行株式会社  証券代行部

　　株主名簿管理人 （特別口座）

　 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合は、名古屋市で発行される中日新聞に

掲載して行う。なお、電子公告は当会社のホームページに掲載し、そのアドレスは次の

とおりです。

http://hicbc.com

株主に対する特典 該当事項なし

　

(注)１  単元未満株式の権利の制限について

当社株主の有する単元未満株式の権利の制限について、当社定款には次の規定があります。

(単元未満株式についての権利)

第９条　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

　
　　２  外国人等の株主名簿への記載の制限について 

放送法第52条の８第１項及び第２項に基づいて、当社定款には次の規定があります。

(外国人等の株主名簿への記録の制限)

第10条　当会社は、次の各号に掲げる者(以下、「外国人等」という。)のうち第１号から第３号までに掲げる者に

より直接に占められる議決権の割合とこれらの者により第４号に掲げる者を通じて間接に占められる議決権の

割合として総務省令で定める割合とを合計した割合が当会社の議決権の５分の１以上を占めることとなるとき

は、放送法の規定に従い、外国人等の取得した株式について、株主名簿に記録することを拒むものとする。

（１）日本の国籍を有しない人

（２）外国政府またはその代表者

（３）外国の法人または団体

（４）前３号に掲げる者により直接に占められる議決権の割合が総務省令で定める割合以上である法人

　または団体
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度  第86期(自　平成23年４月１日  至　平成24年３月31日)  

    平成24年６月29日東海財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

  平成24年６月29日東海財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第87期第１四半期(自　平成24年４月１日  至　平成24年６月30日)

    平成24年８月２日東海財務局長に提出

第87期第２四半期(自　平成24年７月１日  至　平成24年９月30日)

    平成24年11月９日東海財務局長に提出

第87期第３四半期(自　平成24年10月１日  至　平成24年12月31日)

    平成25年２月７日東海財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の

規定に基づく臨時報告書

  平成24年７月４日東海財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号(吸収分割)の規定に基づく臨時報告書

  平成25年１月17日東海財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号(吸収分割)の規定に基づく臨時報告書

  平成25年５月10日東海財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成25年６月27日

　

　

中部日本放送株式会社

　　取 締 役 会 　 御中　
　

　
有限責任監査法人　 ト ー マ ツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　水　上 　圭　祐　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　内　山 　隆　夫　　㊞

　
　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている中部日本放送株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、中部日本放送株式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、中部日本放送株式

会社の平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、中部日本放送株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以    上

　
　

 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　 ２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成25年６月27日

　
中部日本放送株式会社

　　取 締 役 会 　 御中
　

　
有限責任監査法人　 ト ー マ ツ 　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　水　上 　圭　祐　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　内　山 　隆　夫　　㊞
　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている中部日本放送株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第87期事業年度の財
務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明
細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と
適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、中部日本放送株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成
績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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強調事項
１　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成25年１月17日付けで締結した吸収分割契約に基づき、平成25
年４月１日付けで、ラジオ事業を完全子会社であるＣＢＣラジオに吸収分割により承継させている。

　
２　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成25年５月10日の取締役会において、認定放送持株会社体制へ
の移行を目的とし、吸収分割契約の締結及び分割準備会社の設立並びに認定放送持株会社に移行すること
を決議し、同日付で吸収分割契約を締結している。また、平成25年６月27日開催の定時株主総会において、吸
収分割契約は承認されている。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以    上

　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　 ２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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